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ソ連経協の所得循環

一一「ソ連邦経済統計年報Jの研究一一

望1 n 
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I はじめに p. 17 
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I はじめに

事‘

IV 若干の個別統計について
(1) 国民所得統計

(2) 賃金・労働統計

(3) 農業統計

(4) 商業統計

英文レジ 3・メ

p. 42 
p. 42 
p. 48 
p.52 
p.55 
p. Gl 

周知のようにソ連邦では 1956年以降，それまで途絶えていたI)Wソ連邦国民経済統計年

報~ ~Hapo江Hoe X03兄首CTBOCCCP B …r.， CTaTHCTHlJ:eCK目白 E}!<ero.u.HHK~わが公表される

ようになった。 1956年刊の同書は 1955年の国民経済を記載しており，結局， 1955年から

現在に至るまでの国民経済の統計数値を全体として知ることができる。 この間 1957年と

1966年の分が刊行されていなし、830 この『統計集』は当初266ページ余りの薄手のもので

あったが， 1958年のそれから 950ページ程度の大部のものに変更され，それ以降大体850

'""-'950ページ程度で発行されつづけている。

1958年の『統計集』と 1975年のそれの大枠目次を比較すると別表のようになる。 この

間の主要な変化として， r保健」の項が独立したのは 1960年の『統計集』であったし， r国
民福祉」の項は61年. r日常サーピスJのJJIは67年， r科学と技術進歩Jの墳は72年に
それぞれ独立項となっているO この現象はもちろんそのときどきのソ連邦の経済政策の重

点指向と一致する。

ところで，この総合統計集の他に，各共和国別，産業部門別の『統計集』が出版されて

いるが，系統的，網羅的に入手可能とは限らなし、。その中で『国民経済統計集』は入手可

能な総括的な標準統計として使利なものである。しかし， w統計集』に記載されている統

計数字につL、て，その概念規定が必ずしも十分に明解なものでないため，数値聞の比較，

数字の加工，分析などに当り，多大の不便と不安を伴う。このことは，第 1に概念の注解

1) 11920年代から30年代の始めにかけて，ソ連中央統計局は (H.X.CCCP)を3冊出版した (1927，
1928， 1932年)。その後1934年以降筋2次世界戦争開始期までに， ソ連中央国民経済計算局(現在
の中央;統計局)は (COLnmJIHCTH'.aCKoecTpoHTecTBo， CTaTHCTHlJ:eCKH抗 eiKero.u.HHK)を4冊出
版した(1934，1935， 1936， 1939の各年)01920年代から30年代についてのその他の統計集につい
てはケイザーの解説をみよJ(野村良樹『社会主義経済の榊造J新評論 1975，p. 148). 
戦前の『統計集』については満鉄調査部訳『ソ連邦の悶民所得1939年』がある。(野々村-b:111WI主|
民所得と再生産~ (岩波書応)1958年， p. 72). 
2)以下『統計集』くH.X. 1975)と略記する。
のあるいは刊行されているのかもし;ItiなL、が日本では入千不可能であった。
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(1958年の大伴目次〕 (1975年の大枠目次〕

項 目 へ一、/ 項 目 へー ν

J汚 数 ，一土， 7'"'-'126 領土と人 n 7-----46 
μA.L、. 工 ヨ 127'"'-'344 括 数 字 47-----164 

業: 345-----538 科学と技術進歩 165-----188 

j主 市街 . 3m 539-----616 鉱 工. 業 189-----308 

五E 木 ~] τl IILIι ， 617-----653 業 309-----454 

ッ; 1肋 654'"'-'697 運 愉.3i] 455'"'-'494 

irH ;業 698'"'"'805 ユ占 オ三 組 i一l.AFL4 495'"'"'528 

文 化 806，.......878 タ) WJJ 529，.......562 

教 育 879"-'898 医! 民 祉 563'""-'610 

財 政・信 用 899-----918 H'~ 業 611，.......658 

世界の領土と人口 919"，-，930 r:l 'N;サービス 659'"'"'666 

教育と文化 667"，-，712 

仇t 他 71日'"'"'724

Ht 政・伯 ffj 725'"'-'752 

対外経済関係 753，，-，762 

世界の領土と人口 763，.......774 

が不十分であること，第2に現物統計に比較して価格統計，金融統計が少いこと，第 3に

社会主義独特の統計概念が利用されていること，第 4に市場取引を経由しない現物移転や

補助金制度が広く採用されていること，第5に非国営セクターとくにコルホーズセクター

における統計処理の弱さと不備，制度の複雑さ，第6に経済情報の官僚的な制限一一軍事

関係.外貨関係.金保有と金生産.その他一ーなどにその原因をもってし、る。これとは反

対に経済情報上有利な点、としては.商業上の{~，密がないため利潤や原 (1同情報に接近しやす

いこと，国営セクター内部では統一様式による統計報告を義務づけられること，倒産や失

業による泡体会社の出没，金融仲介業，流通機構，サービス業務の所得介入現象，景気変

動といった複雑きわまりない有無変転が存在しないことなどを挙げることができる O

それはとにかく， w統計集』に依拠して経済分析を進めるためには，この与えられたデー

タの最大限の活用を計らなければならなし、。そのためには個別的接近もさることながら，

国民所得統計を基軸として，所得循環の全体像を関連する諸指擦を用いて再構築する作業

が必要であるO もちろん統計数値の信頼性論争が西側の研究者の間であることを知らない

わけではなし、430 アメリカの議会筋を中心とする詳細な実証分析も発表されている 530 し

4)この問題についての邦交交献として，野々村一雄，同上書， pp. 82-87を参照されたい。
5)“a series of Soviet studies which the Joint Economic Committee has published"，には以下

のものがある。

Comparisons of the United States and Soviet Economies (1959). 
Dimensions of Soviet Economic Power (1962). 
New Directions in the Soviet Economy (1966). 
Economic Performance ancl the Military Burclen in the Soviet Union. 
Soviet Economic Prospects for the Seventies (1973). 
Soviet Economy i n a New Perspecti ve (1976). 
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ソ述経済の所得循環

かし統計の組換えや批判がこの論文の目的ではなし、。『統計集Jの数値間に内在する諸関

係を所得循環の観点から再編成すること，その問の斉合性を点検すること，そこから若干

の志味ある係数を摘出すること(たとえばインフレ率， Rì~部率，者約率)などが本論文の

主眼である。

所得循環の H~京Il として， B.江.ベルキン等の!摘発した「所得一商，5Tdモデル(後述)を

用いた。 周知のように，ソ連邦の国民経済計算体系としては， E.凡イサエフが中心に開

発を進めている「総合物財・資金パランスJ(CBO，aHhIII MaTepHaJIhHO・φHHaHCOBhlflOaJIaHC輔

CMφE)が存在する。そしてこのノミランス表に関してはわが国でも研究・紹介が行なわれ

ているの。 この表体系自身はまことに詳細を極めたもので，悶述統計局が開発した「同氏

勘定体系)(A System of National Accounts， SNA) に妓続可能なものとして興味がある。

しかし詳細すぎて機能的でなく，社会主義経済に特有の物的生産部門の付加価値と，サー

ビス分野の「賃金所得+利潤」との相互関係や財の流れと通貨の流れな別i岐にえがき出す

ことに難点をもってし、る O この人I、し後述するように， [""所得一商品U モデ、ルはもっと直:政・

f}11 lIfJで-':;氾の訓姐によく終えうるものである O したがって， CMφBに放ぶもう一つの

勘定夫体系としてこれを紹介するとともに，この表体系を利用して所得術l誌を実際の数仰

について分析を試みようとするものである。

11 [""所得一商品」モデル (Mo，aeJIb(且OXOkTOBapb(y)形式による国民所得概愈

「所得一商品」モデル自身の考察は次節にゆずり，本節ではこのノ〈ランス表形式を利用

して， ソ連の国民所得概念を検討する。周知のように， ソ連方式による国民所得概念は，

マルクス経済学の伝統を踏習し，サービス部門の付・力I~価値額は，国民所得計算に合まれな

い1)。したがって， ソ連方式で，資本主義の国民所得を計算すると通常 30%程小さく計算

される。ソ連の『統計年報~ (くH.X. CCCP))では，この数値を発表しており，たとえば，
アメリカの l人当り国民所得はソ連方式では 3，783ドル (1974年)であったのに対し，ア

メリカ自身の計算では5，390ドルであった。日本については.それぞれ 2，235ドル. 3，020 

ドル(公式レートで換算， 1973年)であったわ。

しかし，物的生産部門と，非生産的サーピス活動の境界をどのように定めるのか，たと

えば，住民・官庁施設等が利用する通信サービス，旅客輸送業務，洗海業務などは生産的

なのか否か(困民所得に含めるべきか否か)をめぐって論争が存:配することも事実である

し現にセフ諸国(コメコン諸国)での取扱いも同じ社会主義国でありながら，細部にわ

たる部分では相違・をみせている 3)。 もちろんこうした問題は，サービス活動すべてを国民

6)野村良樹，前担1吉ー， pp. 176-209. および盛任!'Î行夫「ソ辿 J~I く総合物別・資金バランス〉についてJ
『経前研究~ April 1977， Vol. 28， No. 2など。
1) 11司民所得とは，物的生産部門で新たに生産された(冊目白である。換言すれば，それは，社会|子j総生産
物から.1:産過程で;j阿賀された生jJと手段(原料，燃料.'IT1力その他)を差gl~、た残りの部分である。
悶 L\';I~H守は各々の物的生産部門の純生産物の総額として算出される Jo (くH.X. 1974> CTp. 103) 

なおこの点については野々村-.b~f~ ， 前掲 rtL 第 1 章，第 3 節を参 ll!?tされたい。

2)くH.X. 1974) CTp. 103. 
3) E. C. KyλpOBa， (CTaTHCTHKa HaUHOUaJIbUOrO )J.oxo)J.a eBpone抗CKHX COUHaJIHCTHlJeCKHX 
CTpau)， M. 1969. CTp. 9-10. 
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所得統計に含めると仮定しでも，決して解消するものでなく，たとえば，帰属利子問題や
所得介入現象のような別の難問が発生する。

一方，第三次産業といわれるサービス産業の比重は，社会主義諸悶でも経済の発展とと
もに尚まっているのであるから，この部分を国民所得統計から脱落させることは，経済成
長率の計算や，同体制の成長比較に際して東側に不利であるとか，さらにはサービス産業
を計画化の対象に含めることが必要であるのに，この部分を欠落させた国民所得統計は不
便であるといった批判が， ソ連国内でも現われている430
こうした一連の諸問題はさておいて，以上の議論から，サーピス部門の変動は，同民所
得計算に全く無関係であるかのような印象を与え勝ちであるが， M. Dobbがすでにかな
り以前に指摘したようにの， この部分は取引税や消費財小売価格を通して一定の影轡を悶
民所得に与えるのである。ただし有料サービスと無料サービス(政府行政，文化・教育・
科学・悶防など)とではその影響の程度は異なるし，さらにその中間に住民税，閑債.貯
蓄，政府移転支出などが複雑に介在し，影響の程度を様々に変化させる。
以下では，仮設的数値モデルで.この問題な考察するO

記号をつぎのように定める。

Xij: 中間財取引額 z生産部門から j生産部門へO
C2， C;j， C4:サーピス部門， 政府部門， 家計部門おのおのの消資財購入者百(財貨経常購
入)。

1:蓄積(固定投資+在庫増)
Y冨 Yl:国民所得(最終純生産高)富生産部門純生産高。
vV11 W2， vV3:生産部門，サーピス部門，政府部門労働者賃金稼得額。 (W1=50， vV;J= 
20， W3=25と仮定)。

P1， P2: 1.1=.産部門，サーピス部門利潤知 (P1= 10. P2 =20と仮定)。
企業利潤はすべて国庫に納入されると仮定する。

X雪:サーピス部門総供給価額。
G
1:政府から住民への移転支出(扶助料，年金，奨学金など)0 (G1 =5と仮定)
G2 :社会的消費フォ γ ドからの移転的支出(無料の教育費，家賃扶助，その他公共財へ
の国家支出)0(G2=50と仮定)

T， t:租税額，所得税率。 (t=O.lと仮定)

S，S:個人貯帯傾，貯菩率。 (s=0.02と仮定)

82J:者積率。(ト0.3と仮定)

γ: r可処分所得Jからのサービス購入比率。 (rロ 0.2と仮定)
え:社会的消費フォ γ トーからのサーピス購入比率

以 kの記号を用いて.経済主体男IJ収支均衡条件式および財貨需給均衡条件式をつぎのよ
うにつくることができる。

1. 生産部門収支均衡および財貨の需給パランス式。

4) E. C. Ky江pOBa，TaM )I{e， CTp. 17同 28.をみよ。
5) Mnurice Dobb， Sovief Economic Develoρment since ]917， pp. 3Gl-3G3. 
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ソ連経済の所得循環

(1) ~Vl+Pl=C2+C3+C4+1 

2. 家計部門収支均衡および「消費財+サービスJ販売高需給バランス式{九

(2) C4+C2+ VV2+P2={(W1十時九+vVa)(l-t) + G1}(1-s) +(;2 
:3. サービス部門収支バランス式。

(:3) C2+ VV2+P2=r{(W1 + vV2+ vV2)(1-t) +G1} +AG2 

4. 政府部門収支バランス式。

(4) C1 +C2+I+C;j+ VV~=Pl +P~ 十 (W1 十 ~V2+ vV;j)t十{vV(l-t)+(;j}s 

5. 投資財バランス式

(5) I=s(vV1 +PJ) 

(1)~(5) 式を幣加し，未知数7)を tF.J互に集 1~1~1すると

(5) 

C)ロ川 …げ T 

C … c.1 1 I (μi一fり)(μ1一S一T刊刊1一tり)(円1一S一rめ)(1一tり)(引l一S一r幻)(ρ1一S一r)川! 
1/ ¥ s 0 0 () ) 

( vV八 ( -p'!.+え(;2¥

IW刈 IP1(1-s) +P2-C2 I 
XI 1+1 

その他

(6) 

(7) 

(8) 

(9) 

T= vVt (住民税総傾)

S口 {vV (1 -t) + G j } S (住民貯帯総額)

Xs=r{ vV(1-t) +G1} +AGl!サービス販売額)

Yd= W(1-t) +仏 (可処分所得)

(10) Y1口 vV1+P1 (生産国民所得)

(11) Y2=W2+P2+Wa サービス部門・政府部門付加価値矧)

いま C1 =5， C2=50， t=O.l， 5=0.02， s=0.3， r=0.2，え=1

W1=50， W2=20， vV3=25， P1=100， P2=20 

と仮定して，数値計算をし，第 l表の第 lバリアントの「所得一向l守d循環を完成しよう

(第 1表第 1バリアントをみよ)。

、、，，，，
f
 

F
同
リ
，，a
，、、

日 8.1¥0.18 -0.82 0.18 0.2\(~~L 一m
Ca=6.3 I I 一0.182 0.118 一0.882一0.98引リ120 I 1100 X 0.7 + 20一5日o川バ

目ー ・
'ー

C4口 70.61 I 0.702 0.702 0.702 0.78パ1251'/ 0 

ti) G2の取披いについて，政府が，G2相当簡を家計に一括現金支給なし，それをもって，家計がサー

ピスを現金購入すると仮定している。

7) ここでは Cゎ Ca • C" 1を未知数と指定する υ なお(1)---(5)式のうち， (1)も Lくは (4)式は体系
の決定にとって不要である。

21 
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第1表数値例による「所得一商品Jモデル

生産部門

サ部 政

家計部門
門府部ピ

ス門

1 2 3 4 

(1) 28.1 (1) 6.3 (1) 70.6 

生産部門 Xij C2 (2) 30.91 Ca (2) 6.3 C‘(2) 72.004 
(3) 28.1 (3) 6.93 (3) 72.355 

(1) 50.0 (1) 20.0 (1) 25.0 

賃 Aノムh 2 W1 (2) 50.0 W2 (2) 22.0 nr3 (2) 25.0 
(3) 50.0 (3) 20.0 (3) 27.5 

(1) 100.0 (1) 20.0 

不11 i問 3 P1 (2) 106.02 P2 (2) 15.55 

(:~) 103.407 (3) 20.45 

(1) 150.0 (1) 68.1 C十 (1) 31.3 (1) 70.6 

ft 4 Y1 (2) 156.02 Xs (2) 68.46 (2) 31.3 C4 (2) 72.004 

(3) 153.407 (3) 68.55 Wa (3) 34.43 (3) 72.355 

(1) Xij+ 150 

生産部門 5 X (2) Xij + 156.02 

(3) Xij + 153.407 I 

(1) 68.1 
サ{ピス

Xs (2) 68.46 
部 門

(3) 68.55 

C
a 
(1) 31.3 

政府部門 7 W十3 (2)313 
(3) 34.43 

(1) 70.6 

家計部門 8 C4 (2) 72.004 

(3) 72.355 

収入合計 9 

ci-主) (1)，.....，(3)はそれぞれパリア γ トを示す。

T=95 x 0.1 =9.5 

S={95(1-0.1)+5} xO.02=1.81 

Xs=0.2{95(1-0.1)十5}+50=68.1 

望月喜市

三t絞... 

積

5 

(1) 45.0 

1 (2) 46.80G 

(8) 46.022 

(1) 45.0 

1 (2) 46.806 

(3) 46.022 

(1) 45.0 

1 (2) 46.806 

(3) 46.022 

この表は，生産部門として n個の物的生産部門をとりその中間財取引をおjで示してい

る。生産部門の付加価値 (W1+P1) は第 1欄の縦に示され. 生産高は W1+P1 +xij=150 

+Xijであって，これがこの社会の「社会的総生産物J(BaJIOBOH oow.ecTBeHHbli:'1 rrpo且YKT)
を構成する O この場合「国民所得J(HaUHOHaJIbHblt'1且OXOJl.)は W1+P1=150となる。この

')') 
M“ 
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ソ辿経済の所得vn環

ノ仁弘1 サ部 政 F青男持私K| ，， 支

府1剖111 合計出門部 ピ
門部号1・ ス門

6 7 8 9 10 11 

(1) 150.0 (1) Xjj+ 150 

Y (2) 156.02 X (2) Xij十156.02
(3) 153.407 (3) Xij十153.407
一一一

(1) 95.0 (1) 95.0 
H' (2) 97.0 (2) 97.0 
(3) 97.5 (3) 97.5 

(1) 120.0 (1) 120.0 

(2) 121.57 
(:~) 123.857 (3) 123.857 

Y
1 
(1) 3s5.() 

十 (3):374.59 

Xs (3) 374.764 

(l)xij+ 150 。
X-(2)Xi j + 156.02 

(3)x iJ + 153.407 

(1) 68.1 
o x;-(2) 68.46 

(3) 68.55 

c. (1)5+田(1)凶3
() 十 (2)5 + 50 I C-(2) 133.106 

G2 (3) 5+50 I (3) 135.452 一一 ー

(1) 68.1 (1) 150.0 
Hs (2) 68.46 十 (2)9.7十1.846 () H-(2) 152訓
(3) 68.55 S (3)9.75+ 1.855 (3) 152.51 

Xij+ 150 (1) 68.1 (1) 131.3 (1) 150.0 
X+ Xij + 156.02 x: (2) 68.46 G+ (2) 133.116 H+ (2) 152.0 
Xij + 153.407 (3) 68.55 (3) 135.462 (3) 152.5 

一一一一一一一一一一 一一一一

所得は，いわば生産側から捕えた「生産国民所得J(npOH3Be且eHHblt'1H. LI.) (市場価格評価
による)であり，これに対して，第 1行の最終需要を横に合計した額C2+ C3 + C4 + 1 = 150 
が利用側から計算した「利用国民所得J(l1crrOJIb30BaHHe HaUHOHaJIbHOrO且oxo).{a)である。
各列の各々の欄が (1)----(3)に区切られているのは基本形 (1)のバリアントを示す数値であ
って後述する O みられるとおり，この表形式の扱いは，サービス部門，政府部門の国民所
得形成への参加を認めておらず，阿部門は財貨の非生産的消費者であり，所得再分配への
参加者として位置づけられている。これに対して，第2表は，サービス活動も生産活動で、
あるとする近代経済学の立坊を反映した資本主義諸国の取引表による数値例を示したもの
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第2表 サービスを生産活動に含めた「所得一商品Jモデル

4 

支
出
合
計
一
日

生産部門 l Xij 28.1 6.3 70.6 45.0 150十Xij
→Fーピス つ o O 。68.1 。 68.1 68.1 
政部府部門門 3 o O O 31.3 O 31.3 

賃 .1l ム 4 50.0 20.0 25.0 95.0 

キIJ 111¥1 5 100.0 20.0 O 120.0 

メELI 61 150+xij 68.1 31.3 

産業部門 71 150+xij O 150+xij 
サービス 8 68.1 。 68.1 
政部府部門門 31.3 45.0 O 5.0十50.0 131.3 

家計部門 10 L:¥8.7 9.5十1.8 () lf"><Ul 

収入合計 11 15υ十Xij G8.1 13L1 150.0 

で，サービス部門と政府部門の財貨の経常購入を「国民所得を生産するための消費活動」

(生産的消費)として捕え，要素所得の合計 ((W1十Pl)+ (W2 +P2) + W3=215)が，家計・

蓄積部門の最終需要合計 (70.6(C4)+ 45.0(/) + 68.1 (サービスの購入)+ 31.3 (政府サービス
の受取り)=215)に等置されている O この計算方式では国民所得は 215であり， ソ連方式

(150)に対し1.4倍の大きさとして算定される O この場合もし各部門の利潤が企業受取分と

間接税とに分離可能ならば， n引主税を差ヲIIt、た笹{(それに政府移転支出を加えたもの)が
要素費用表示の国民所得であり，差ヲ|く以前のそれは市場価格表示の国民所得(市場価値

表示の国民純生産)である九

「所得一商品」パランス表の特徴は， 財貨の需給パランスを示すだけでなく， 各経済主

体別の貨幣収支バランスをもその中に組込んでいることである O この部分は，第 1表およ

び第 2表の第 1，III， IV象限に記入されている O 第 1表についてみると， 7.--.....10列の数値

は各経済主体の収入の額とその源泉を示し，第 5.--.....8行は同じく各経済主体の支出額とそ

の支出先を示す。第 IV象限対角線上の欄の O記入は，各主体別の収支がパランスしてい

ることを表わしているO 生産部門について述べれば，財貨の総売上高は 150+xiパ1; 7)0)で
あり，総支出は中間財の購入 (Xij)，賃金の支払い W1ロ 50.0，利潤=国庫納入額P1ロ 100.0

の合計 150+xij(5; 1)であるo サーピス部門では，サービスの家計部門への売上 Xs=68.1

(8; 8)と，そのための経費 C2+W2+P2=Xs=68.1 (6; 2)で収支がバランスするO サー

ビスを生産活動として取扱っている第2表では，数値の記入位置が若干ずれている点に注

8)なお，一般の国民所得勘定にでてくる「政府の財貨・サービスの経常購入」という引目は，部 2去

の3行4列の 31.3がこれに相当する。これは政府部門における政府サーピスの生産費用(財貨の消

費 (6.3)+人件費(25.0))に対応するものであり，この設用相当額のサーピス'組を家計が(無料で)

亨受することを示す。一般の産業連関表にならうたらば，最終需要J1i目に家計部門とならんで政府
部門をおこし，節 3 行政府部門との交点に(:~1.3) を記入すればよい。

9) (1;7)は第 1行7列の略。以下同じ。
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立されたし、。つまりサービスの売L~主， サービス部I"jの行(第 2行)と同部門の列(第8

列)との交点に記入され，一方その販売先を示す家計部門のサービス購入高は(10;4)倒

)i)rの138.7の中に含められている。政府部門の収入は，生産古[)1111.サービス部門の売上利

時 Pl+P2 =120.0 (5; 9)と，所得税 T=9.5 (10; 9)と住民貯蓄および国債購入 S=1.8

(10; 9)の合計 131.3であり，支出額は，政府部門の財貨・サービスの経常購入 Ca+Wa= 

~H.3 (9; 3)，および諸積10)1=45.0 (9; 5)，それに政府移転支出 G1+G2=5.0+50.0=55.0 

(9; 10)の合計額 131.3で、バランスする。最後に家計部f"Jについては，収入側は賃金予V1+
1V2+ W3=95.0 (4; 10)と，政府からの受取り G1十G2=55.0 (9; 10)の合計 150.0， 支出

側は， 消費財の購入 C4=70.6(10; 4)， サービスの購入 Xs=68.1(10; 4)， 租税支払い

T=9.5，貯蓄 S=1.8 (10; 9)で示されるO

第1表の作表の規則としては第 II象|恨の行の合計値(第67"1])が，第 I象限の各経済

主体の収入源泉に位世づけられ，第 II象限の列の合計値(第4行)が，第 III象限の各

経済主体の支出額に対応するo第IV象限では所得の何分配が示される。この記入規則は，

第2表に対しでも政府部門を除いてあてはまるO 政府部門につし、て，記入規則が適用不可

能な理山は，第2去においては同部門が国民所得の形成には参加しながら，それが無料サ

ーピスとして家計に還元され，そのサーピスの移転に伴って金銭の収受が行なわれないこ

とによるo

つぎに，サービス部門の活動をθ%拡大した場合，それが国民所得計算に及ぼす影響を

考えよう O 一般には，サービス部門を国民所得計算に計上しないのだから，影響力は零と

考えやすし、。しかし，ソ連の国民所得統計値は，市場価格表示で発表されている 11)関係上，

需要側の変動によって取引税(間接税)の調節による小売価格の変動を通じて，現行価格

表示による国民所得 (H.月.BφaKTHQeCKH且eHCTBOBaBlllHXueHax) は一定の条件のもと

で影響を受けざるをネなし、。この変化の波及を追求する最もi菌単で，原則的な考えは，第

1表のすべての数字を一斉に 10%引上げることであり， (5)-----(11)の方程式の両辺を向時に

1.1倍する方法であるO これは比例性の原則をすべてに及ぼしたもので， サーピス部門の

活動の 10%上昇は，他部門の活動の 10%上昇を伴うと考えるのが自然だと仮定すること

に他ならなし、。この場合には，悶民所得は実質額12)におし、て 10%上昇すると考えるのが当

然で，分析対象としてその自明きの故にあまり意味をもちえなし、。そうではなく，第 1表

の第 (2)バリアント欄の数値にみるように，まず最初サーピス部門の三つの数値，C2， vV2， 

P2 のうちコスト部分を占める C2，W2 を θ%上昇させ，それが需給関係，収支関係を通

じてどのように全体に波及し，結局それが，名目国民所得13)をどのように変化させるかを

追求してみよう O この場合，財貨購入と労働費用がβ%だけ増加し，サービス部門の利潤

は従属的に決定されるものとする O

(i) .JC2= f}1100 C2， JW2口 θ1100W2， (JW1 =0， JC3=0， .JvVa=O， L1G1 =0， JG2=0) 

の場合(サーピス部門の f}%拡大)。

10) これを「投資」とすると，ソ連の用語法では回定投資のみにl恨られ，在外{投資が脱落する。

11)くH.H. 1974)， CTp. 574を参照。
12)実質額の変化と考える理由は，労働力と中間財投入部分も同時に 10%上昇すると L、う仮定による。

13)名目所得と考える理由は，生産部門の労働力と，中間財投入額を不変と仮定したことによる。

つべ.....， 
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変化に対応する方程式はつぎのようになるO

仰 九 (1-t)r-1¥ / -JP 
L1Ca=O I 11ー(l-t)(l-s)I トL1Pl(1-s) +JP21 1 = 1 1 X 8/100''''2 + 1 L1C4 I I (1-t)(1-s-r) 1 .， 0 
JI /¥o  /¥8・JPl / 

いうまでもなく L1Y冨 JC2+ JCa + L1C4 + JIであるから， (12)式をみたす解に関して集
計行ベクトル (1，1， 1， 1)をi吋辺に在来すれば，JYを計算できる。 (12)式右辺第 1引の
係数を縦に合計すると，

(l-t)γ-1+1ー(l-t)(l-s)+ (l-t)(l-s-r) =0 であるから，JW2は JYの大き
さに直接的には全く影響を与えなし、。ただ L1vV2の変化は，上式の各行の大きさに一定の
変化を与え，消費や蓄積構造を変化させるとともに，それを通して JP1'JP2 に間接的
な影響を与え， したがって L1Y の変化に若干の影響力を示す。また上式右辺第2噴の縦
の合計は，

-4P2 +JP1(1-13) + L1P2 + s・L1P1=JP1 となり ，L1Yの変化は，全面的に JPlの
変化に等しくなることがわかるo Lたがって .dP1 を求めることにしよう o (12)式の第 1
行，第2行を連立方組式とすると，r仰/凡川1ω削0∞OC2←い山=吋吋{刊(川山仰仰削lω川0

O={l一(仏l一tの)(1一s}(}/100W2+L1PJバ(1一P向)+AP2 
_ (}!100 

(12) 

。=10%として数値計算をすると，
0.1 L1P1= ー {28.1+ (1-0.1)(1-0.02-0.2)20} =6.02 1-1-0.3 

その他の変化分については，

I JCa=2.81¥/ー0.82¥ ( L1P2 = 4.45¥  
I L1Ca=O I I 0.1181 い6.02(1-0.3) -4.45 = 0.2:3引1=1 IX(.J1I'2=2) +1 I 4C4=1.404 [ I 0.702リ o
¥L11 = 1.806/¥o /¥0.3x6.02=1.806 / 

T=97 x 0.1=9.7 

s= {97(1-0.1) +5} x 0.02ロ1.846
「所得一尚品J循環全体の数値については第 1表バリアント (2)を参照されたし、。
(ii) L1Ca=(}/100C3， L1Wa=(}!100 Wa (L1C2=0， L1W1=0， L1W2=O， L1G1=O， L1G2=0) 
の場合(政府部門の()%拡大)。

(14) 
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この場合も， fi:辺郡 1項の列ベクトルの要素の合計は零になるから.L1W3 の L1Y に対

する直般的影響はなし、。

U} 1行と第 2行を辿立方程式とすると，

(fh州z引(l-t)
fl/川100.C3=一(仕1一tめ)(は1一S吟). fl /凡100.W3 +L1P¥(l-13) +L1P2 

(15) 一θ/100L1P¥一一一一{C3+ (l-t)(l-s-r) W3} 1-13 

これは (i)の場合と全く同形の式である。 0=10%として数値計算をすると，

0.1 L1P¥=句一一一{6.3+(1-0.1)(1-0.02-0劫25}=3.407 
1-0.3 

その他の変化については，

¥
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T= 97.5 x 0.1 = 9.75 

5= {9.75(1-0.1) +5} x 0.02= 1.855 

「所得一向!日，j循環の具体的数値については，第 1表バリアント (3)を参照されたし、。

以 tのように，非生産セクターの活動量の変化は，価格変動(利潤部分の変化)を通じ

て，名目国民所得の変化をひきおこすのである O 変化の大きさは，上記代数方程式の仮定

のもとでは， 有料サービス部門でも政府部門でも両者は同一式となる ((13)および (14)

式をみよ)。したがって前提となる両部門の大きさ如何によって.L1P¥=L1Yの大きさが相

違することは云うまでもなし、。われわれの数値例では，サービス部門に比較して政府部門

のサイズが小さいため. 10%の変化に対して前者の方が大きな L1Y の変化をひきおこし

ている(第 1表，第 2. 第3バリアン卜の Y1を比較せよ)。またサーピλ部門の変化の場

合には L1P2が全体の均衡をとるための一種のクッションになっていることも興味深し、。

以上の考察は.G1• G2 の変化を考慮外においていたが，これを導入したより一般的な

場合について，考察を進める。一般式 (5)を次式で‘表わし.P1• P2 について解くことに

するO

(16) 

jC2-).G2¥ ;α11 a12 a13 a¥4¥;W1¥ / 一九 ¥ 

I C3+G2 I ¥ a21 a22 a23 a2411 w21 1 P1(1-s)+P21 
1 C4 1=1 a31 a32 a33 a3411 w31+1 (1ー机 | 
¥[  / ¥ a41α42向;Ja44/¥G1/ ¥ sPl / 

(17) Pi=-LEC2十Cけ (1ーえ)G2ー{(α11+α21)W1+(α12+α22)W2 1-13 
+ (a13+α23) W3 + (α14 +a24)G1] 

'1-7 
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P2=all防'1+a12 J;V2+α13Wa+α14G1-C2+AG2 
(18) 

r+sく 1)
• • • '''t、、

all +α21 =(1一日)一(l-t)(l-r-s)

α12+α!J:J= (l-t)(r +s-l)く O

a13+α別 =(1-t)(r+s-1)くO

α14 +a24=r+s-1 <0 

aPI aP1 1 }一~~~=一一一 >0aC2 -aC3 -1-s 

( (1一日)> (l-t)(l-r-s)ならばくOa乙=と;(l-r-S)-l{W1 1-W~ I VI ~ l(l-s)く (l-t)(l-r ・・・・-s)ならば >0 
)
 
ハ
y
'
E
A
 

，，e
E

、、

。P1 aP1 _l-t 一一一ー一一一一一一 (l-1'-s)>oa~W;-ðW;-l-ß 

。p， 1 
V .L_l=_ー (l-r-s)>oaG
1 
-l-ß\~ I 

aP， 1-A 
1_一一一>0
θG2 -1-13 

θPl aP， _ aPI _ aP1 aP1 -一一一!>一 '>一一-~一一一 ι>0aC; -aC~ -aG1 -aW~ -a肝ra
(30) 

以 j二の分析から. C2. Ca• Gf， G2• W2. Waの増加lは P1の増加を誘発し，名目生産
国民所得 (Y)を引上げる。その影響力の大小は (20)式に示したとおりである。これに対

W1 の増加が• P1の増加を引きおこすかどうかは，不確定で‘あるO われわれの数値
して，

哩ι=-(空l止与1)一二位・1壬生盟ヨ=0.00286>0 aW1一 ¥1-8/ - 1-0.3 

例では

で辛じてプラスとなっている O

また (16)式より，

fロ α41}予'1+α42 J;V2+α43W3+α4:;G1ートsP1=sW1+sPl

であるから.P1 が増加すれば.1の名目額も増加するし，逆に Iを引上げると，他の条
件が一定の限り，P1 が噌加する。この関係は W1 と I との間にも成立するが• W2， }Va， 
G1• G2 と Iとは互に無関係である。
(18)式より

(21) 

aP一一一之=α11= (l-t)r >0 aW1 

åP~ wi=日 (1-t)r-1く()
aP2 d耳元=α13=(1-t)r>0

:28 
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oP.， 
-主=a，J.=γ>0aC
1 
-"14-' 

。p')
一一丑=).>0
aC2 

P2 の変化に|対する|民り， WI と Wa は lì~j 俗であり . JiV2はjjIIIJが反刈であるo P2の
全微分をとると，

dP2 = (1-t)r(dJiV1 +dJ:Va) + {(1-t)r -1 }(rfl;V:l) + rdCl -dC'J + ).dG2 

したがって，先の (ii)場合 (JW2>O，JC2>O)につし、て.

I{ (1-t)r -1 }dlV2 -dC.J I < ;'dG~ 

となるように. C2 の変化の巾を大きくとれば，LlP2>Oとなる(後述注 (14)を参JIf.'()。

_L:出二つの場合について，資本主義下での国民所得統計の変化額と比較してみよう O 両

者の差は次式で定義されるO

(14) 資本主義の国民所得 (vV1十P1十W2十九十 ltVa)

一社会主義の国民所得 (W1+P1)=W2+P2+W3 

=(W1 +P1 + W2+P2+ Wa)一(C2+Ca+C4+I)

この式が示すように同者の差は W2+P2+ltVaであるから第 (2)ノミリアントについては，

G2.55の格差. 第 (3)ノミリアントについては， 67.95のj各差となる。悲本形(第 (1)ノミリア

ント)では， jir，j二島の格差は65であったから， TiiT者では路差は縮少し， 後者では拡大して

いる。しかし一般にサーピス部1"]や，政府部門などいわゆる節3次産業の比率が高まる似

rt，Jがある場合には，同体制の(市場価格表示の)悶民所得計算上の格差は増大する傾向を
もっ1め。

結論として， ソ述の国民所得は，市場価格表示の最終生産物で‘あるから，たとえサーピ

ス音I~11Fjや政府部門の経済活動を計量範囲から除外したとしても，その部門の活動量の変化

が百要最の変化として最終需要に影響を与える限り，一方では同部門の tl~'源、を確保する意

味からも.価格現象を通じて国民所得の大きさを変化させることになる。また資本主義諸

国の(市場価格表示の)国民所得との差は，常に W2+P2+W3で表示可能であるO

111 統計数値による「所得一商品Jモデルの形成

B.且.6eJIKHH らの開発した「所得一商品」モデル1)は. tn3去のような形をしてL、る O

1975年論文では，貨幣所得から山てくる需要傾と財貨・サーピスの供給額とのパランスを

14)数値例で格差が縮少したのは，サーピス部門の利潤 (T2) を納少させる形で計算を進めたからで，

G2の操作により， そうでない例をつくることが可能であり， 一般にはとりうる政策としてこのブj
が可能性が高い。一般に JW2+JP2+Jω3>0~C あるためには (1 -t)rJw2+Jw3-JC2+).JG2>O 
でなければならない。

1) B.且.EeJIKHH， B. B. YIBaHTep， H. H. KOHcTaHTHHoB，“且I-lHaMH可eCKa冗 MOぇeJIb (ぇOXO.ll.・
TOBapbl)江n冗 nJIaHOBblXH npOrI-103Hb1X paCt.IeTOBぺ(3KOHOMHIcaH MaTeManrqeC!me MeTO瓜bl)，
1975， TOM Xl， BbIロ.2. 
およびB.且.EeJIKHH， B. B. I1BaHTep， A. r. CeMbHHHKOB，“EaJIaHC HapO.ll.HOrO X03兄f!CTBa
H ero COCTaBJIeHHe Ha OCHOBe MO江emI(且OXO江・TOBapbI)"，(3. M. Mふ1977，TOM XIII， BbIn. 1. 

.)t¥ 
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望月喜市

第3表 「所得一商品Jモデル

l 3 4 5 6 9 10 11 
一一一一一一

11 物 住民の消費 :ll= 出唱 投 資 補 基
町、j
甫j
有料サ

産生
生 非 ぷ口益、 h抗

本
生の
産

セ 4. 「ドj
ク iiE 修

部 ピ タ ，1(;: 支

数 「可 1仁1I1I ス 自句 がj 社i 班

・ワd デリ の 数 n q n |川| 1 1 n 

31物的生産部門 In 1 Xij Xc Xs Xn Ip In I Ia Ir 

4 が長 IIlIi 償 去fI 1 A 

一一
5 労働賃金 1 WIII Ws Wtl 

企業利潤全体 1 PIII PS 

7 フォンド料金 1 Or 
一

8 物的焚励ゆ 1 Pr 

9 生産発展ゆ 1 Pk 

10 社住和家l会干宅潤・建残算宜設牌の化一除国φ 
1 p" 

11 l TP削 TPs 

12 取 ヲ| 移i 1 T 

純従業所員得へにのよる13 給付 1 PS 
一一

14 その他の純所得 1 PO"I POs 

15 総生産高(国内) l Xd 

そのうち16 
純'1:.産高

1 NXd 
一一

17 1愉 園内価格 1 1M 

18 入 国外側格 1 Mf 

総生産高(輸込入み)、 一一
19 1 X 

20 住民の貨幣支出 P Ms 

21 財政資 産部業門 n MO" MIt MIt， MI MIa MIr 

22 金の支出 国家 1 MGn MGIρ MGIn MGI ル1GIa
一

23 流通資金増 1 

24 信用貸付増 1 CX CS CIp CIn 

25 労働力(1000人) 1 L Ls Ln 

26 闇定フォンド 1 件K 併s 世tl

27 物的流動ゆ 1 ゆR

(注) 世:フォンド

)
 
，目、叶。
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12 13 16 17 I 18 I 19 I 20 21 22 23 24 25 

的物

失補損摂その他

輸 出 Iノ¥J 計算指標
民住 産

家国
現 信

一 一 配
一一一一一

金 丹!

流動手
国 医l をr 国

富国
その内 の 業 の

内 外 民
家昔1"セク 幣所得貨

1中資f~ 預 間
との

{llIi filli J.liI 所
の 資

金 金
段増 支出

:WI 
柿 格 j'1;両r1 在{ f守 力n

タ
金 金 増 哨

一一一一 一一

n 1 1 1 1 1 1 1 

R Ra E λK I y 尺司-汁斗

:二二二1==1二二二l二j二|王仁!?二二

三三三三¥三三 J子 1

:':H 
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計画期間全体にわたって述成するための，計四i化の用具としてこのモデルを取扱っている

のに対し， 77年論文では，単年)支に限定して，より詳細に同表のもつ特徴を分析しているo

みられるとおり，筋 3去は 9つの区画から梢成される。産業限.J1li表が中間財の取引榊巡の

分析にその主眼をおくのに対し，この表は所得の形成，再分配，支出(利用)榔造の分析

にその狙い定めているo また以下にあげる個別バランスの統合表としての役割をも来す。

1. 社会的生産物のパランス (EaJIaHC06w.ecTBelIHoro rrpo江YKTa)。
ιのパランスは，第3表の列に沿って筋 I区(同去3行 3:111.以下 3;~3 と l略記する)

と第 II1区 (4----19;3)，行に沿って第 11豆 (3;3) と節 II区 (3;4'"'-'20)から構成さ

れる。 liij者は，社会的生産物の物的投入，準純生鹿尚のおよび輸入からなる。 1:走者には，

生産的消費(中間!財の消 ~1() ， ~I:生産的消費(消費市要， (3; 4)， (3; 5)， (3; 6))，蓄積

(回定投資 (3;7'"'-'9)，および在庫投資 (3;12))，損失補1択とその他の支出 (3;13)， ![涌出

(3; 14........15)の要素が含まれる。

2. 国民所得パランス (EaJIaHCual(HOHaJIbHOrO江OXO且a)。

行に沿って第II区は，国民所得バランスの利用の物的側面iを示すO 列に沿って第 IIIIK

は国民所得の部門別価値出成(但し減価償却と輸入を除く)を示す。その第 III，IV (5----

19; 4----20). V1 (4----19; 21........25). 1X (20........24; 21"'-'25)の各区は，国民所得の再分配と

最終利用を示す。

3. 投資の部門述関パランス (Mei況KOωT叩r司p仰，acωJλIe佃BO凶』抗i6白a胤 H問I陀CK悶《伺ar口IH'削附f口ηT、'aJ乱町J品1

4. 物的流動手段の増加i に関寸る部 II~J連関パランメ (Me)l<.OTpaCJIeBOrl 6aJIaHC rrpHpocTa 

MaTepHaJIbHbIX 060pOTHbIX cpe且CTB)一一一3.4.のノミランス点はいずれも，第3去の第 II区

において表示される。

5. 国富の増加パランス (Ea.naHCrrpHpocTa I-IaUHOI-IaJIbIIOrO 6araTcTBa)一一第 III正に

おいて国富増加の物的防成を示す。第 1V区で，輸出入残の外貨建てによる哨加(対外債

権の純増)が表示される O

6. 住民の貨幣収支バランス (EaJIaHC且eHe)J(HbIX.lI，OXO.lI，OB H pacxo且OBHaCeJIemlH) 

7. 物的生産部門の資金バランス (EaJIaHCφHHaHCOBbIX pecypcoB oTpacJIefI C中epbI

MaTepHa品 HororrpoH3Bo且CTBa)

8. 国家中央集中資金バランス (EaJIaHC ueHTpaJIH30BaHHblxφHHaHCOBbIX pecypcoB 

rocy且apCTBa)

以上 6.........8.のバランスは，第3夫ではつぎのように配置されている。列に沿って第 V1

l丘 (4........19;21----25)， ;;-H 1X区 (20----24;21........25)では，各経済主体(住民，産業部門，

~[:1 央資金，貯金局， ゴスパンク)の最終所得の形成額とその源泉(表側の表示による)が

示される O 第 1X区ではその対角線に沿って，最終所得の総額を記入する O 行に沿って，

第 VII1区 (20----24;4........20)，と第 1X1玄 (20........24;21........25)は，最終所得の利用額とそ

の支出先(表頭の表示による)を示す。また列に沿って，第 II区と第 1V区では，主要

な所得主体である住民，物的生産部門，国家の所得の利用構造を示す。

9. 投資，物的流動手段の増加， JP~[::.産セクター施設の財源パランス (EaJIaHCφ即Ia-

2) これは“yCJlOBHO可HCTa51npO.LlyKlJ，日正'の訳で，減価償却を含んだ純生産高の意。
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HCHpOBaHlI刃 Ka口珂TaJIbHblX BJIO)f¥.eHHt'r， ロpHpOCTa MaTepHaJIbHblX OOOpOTHblX cpe且CTB H 

門戸川江eHHIIHerrpOH3BO，ll.CTBeHHOI':'I C中epbI)-第 II区の行および列 (n行あるのを1行

に圧縮して表示している)に沿って，投資，物的流動手段の哨加，非生産セクター施設の

物的支出陥j告を不す。非生産セクターにl動く勤務員の賃金，有料サービス部門の利潤. *IU 

生産物，その他消要素は第 IV区で不される。第 VIII区行に沿って，投資，物的流動手
段の塙加，非~lミ障セクター施設への資金支出と信用供与を示す。

10. 信用資金の噌加パランス (BaJIaHCrrpHpOCTa Kpe且HTHbIXpecypcOB)一一第 VIIr

V.第 rx[玄における「信用貸付明Jの行に沿って，信用投下の方liiJと?引を示すotn rx 
|互の rtv用残の増加tJの列に沿って，信用形成の源泉を示す。
1口1. )ルレ一プル建て， 外貨建てによる外国}~貿E立(易/パミランス(の5a制冴JIa加HC B尉加Hel山i且nre凶i白iT叩OprOBJ刀IfηIBO 

B即聞HりY'戸，叩I

に?沿丹つて， 'I!Ilij入を示す3)0 tH II区列に沿って，生産物の輸出を示す。都 IV区 (18;15) 

第 4表 「所得一商品Jモデル(改良型)

生成セクター 家計収入 企業収入 |主|家収入 I輸人出十一損輪失

l 2 3 4 U 戸 6 7 

一一一
家計消 要t (減1i1li償却) (A)減h償lIi却
機関 1商 費 回定フオへド増

流動フォンド増 11 

減価{賞去IJ 消費財合計 預蓄積財合計↓

生産国民所得 ↑ 

11 (B)非生産セ1.
賃金 l 了町出部制li，，~1 、 ノ n 
不IJ潤 J 3<.:'雨 1汀 1守|見| グターの賃金|形

取引税 l形! と利 ìr~1 出

t会保険出除|成|一一一一 J""
個人刷業経常iJI"Ift.j→It 11十リニ鼠|→ 抑 i州lJ肝112既存TLB

l奪 1 11 1 0: J~ m 1I日手似
品|列-明治人I0:宅投町民同 信~ I 手 J~' 1

3 

→神 1 ltr 苔|現金憎
l日 ___1 ____~I 

i:::I企業投資|弼 1-一一一一一| ーー一一一一

1"."."". I_II! 利潤控除

割企業のJH貨・ |流札ソ h.hY! I剖 コルホーl手持 IA 

前lサーピス購入 I_._ ~.~;判ズ協同組 l 現金的 l 吐
コルホーズ不|問

|一一一一一一一|旦金三~_~'~I謀11-一一竺恒一一一-
.1 1011 

!I悶家の刷附貨 |悶家投資!こ|移
~I ?，1""./ "tt~~ -::'-"_1):: "1 1I /，/ 1/ ..../ M 1:長良t知知u江1在信jJ川f11
虫到l ト一ピス柑机附似入 | … 仙仙川川iけ川川I附川目川Iliグぺ:j伝説長 1 J-O¥/.ltJ 111 1 

賃金所得|企業別111同

個人刷業
経常 ウ

ム引
相
取
び
際
よ
国
お
ル
ベ

'

t

T
、

骨
秒
間
四

l
nふ

う

会

山
林
社

n-i・政 15 
治刺

WJ r支払利子Jr地方，脱Jr林業所得Jr共消保険阻1~'h J (協Iii"J組合)等はデータ不見のため無制し
た。これらの頃については野村，前掲~I，!: p. 127をみよ。

3) }Il糾j向背Mのl愉入についても，物IYJ~1:.I?i1 部門の悶内商業:が l司家輸入を n~ 、取るという形式をとるた
め，f{S:終需現の|商品c:官〆l刊)のm17， 18行のところには記入さ jしないと考えられる。
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で，外貨建てによる輸出入残を示し，同区 (17;14)では，園内価格によるil輸出入残を示

-to 
なお，生産フォンド(同定フォンドと物的流動フォンド)および労働力については.:;n

3表の欄外 (25'""-'27行)に表示される。

第3表は，以上に示すような 11簡のバランス表を lつの総括表としてまとめたもので，

例々のノミランスに比較すれば，その詳細度において劣るとはいえ，各パランス問の相互関

係および国民経済全体の財循環，資金循環を全体として分析する上で，有力な用具となる

ものといわなければならなし、。

以下では，ベノレキンらの「所得一商品Jモデノレに，公式統計数値をあてはめることを試

みる O テストの結果，ベノレキン方式そのままでは，分野!が詳細に過ぎて，数値がえられな

いので，分類を少し大枠にし，かつ記入に便利なように改良を加えた。

この原理図が第4表である O この表ではまず現金部門，信用部門をすべて国家部門に統

合した。ついで，最終需要を消費と蓄積のごつに分割統合した。生産セグターで，生産さ

れる同民所得は，所得而(収入而)からみると， コルホーズを含めて，賃金，利潤，取引

税，社会保険控除，個人の刷業経営所得に大別される O 生産而からみれば，最終需要をみ

たす様々な財貨の集合からなり，その大きさは市場価格で評価されている。この財貨は.

同表の第 1行を右方に流れ，消費と蓄積とし、う最終需要に分かれる。ただし蓄積額は，後

にでてくる投資と対応させるため減価償却額を加算した額(粗蓄積額)が計上されるo 減

価償却額は，全額が一応中央集中されるものと仮定した(表では国家収入となっているが，

これは中央集中収入を意味する)。付加価値および間接税その他は第2行を右へ流れるが，

途中で非生産セクターの賃金と利潤が合流するo この所得は表にみるように，賃金，個人

副業経営所得が家計収入に，企業利潤は企業収入に，取引税と社会保険控除は国家収入に

分岐し，残差は「輸出-輸入+損失」額とー殺するo 4， 5， 6の件列の合計が，指3・1次粗

所得分配であって，これから減価償却額 (A) と非~:.産セクター付加制li 値 (B) を差引し、た

ものが，利用国民所得に一致する。ついで，所得の再分配j晶君Jが(:1.......5;4'""-'7) の分野で

行なわれるO 家計の U~ 1次所得から，住民税，悶債が同家に払込まれ.貯蓄は家計内部の

収支残ではあるが， 手持現金増(タンス預金)とはことなって国家貯蓄局 (1部はゴスパ

ンク)に預金されるので，国家収入扱いとした。国家から家計には移転支出(補助金，年

金，奨学金等)が，また商業信用としてクレジット販売が家計に提供され， これは家計の

購買力に合流する O 実際の数値例では，社会保険控除=移転支出=補助金+年金+奨学金

=社会保険費+社会保障費という扱いにした。価格形成要素としての社会保険控除傾と，

その年の社会保険・社会保障支出とは必ずしも一致しない筈であるが，その辺の細かなこ

とは，公表データから知ることができなL、。

国家セクターから企業への所得再分配は，長・知.の銀行信用の純i税額に表われる。長期

信用には.1同人のそれが若干含まれているがあえて分離しなかった。こうして再分配過程

を通過すると，いよいよ最終支出を形成する数値がえられる。その場合，企業の手持現金

哨と，財政余剰は，それぞれ控除項目となる O 最終支出においては，粗蓄積に対して投資

と流動フォンド増，国家予備の増が対応し，財-・サービスの供給に対しては各経済主体の

財・サービスの購入が対応する。周知のように， ソ連統計におけ"る投資(l{amrTaJJOBJJO・

3-1 



ソ連経済の所得循環

)KeHHe) は，回定投資のみで在庫投資は含まれず， また粗投資概念(減耗部分こみ)であ

ることが多し、。したがって，投資統計の他に，在庫投資としての流動フォンド増(財貨部

分のみ，手持現金部分は分離して (7;4) に表示する)をとらえ，それにコルホーズの不

可分フォンドの増加分を加えたものを所得統計ーからえられる「流動フォンドと予備の増J

から差ヲ|し、たものを国家予備の増としてHJ二した。

この扱いについては，かなり問題を含んでいる。第1に， 投資統計がすべて 69年不変

fil日格表示であるため，経常価格表示への換算をする必要があること。第2に， コルホーズ

の不可分フォンドは「減価償却前のノミランス価値による回定フォンド，流動フォンド， 自

己資金による投資および基本修理フォンドJ(くH.X. '75) CTp. 796) を含んでいるのであ

るから，この年末残高価値の増加額には，固定と流動の両フォンドの年間粗増加傾が対応

する O したがって，正しくは両者の増加分を分離しなくてはならなL、。第3に， コルホー

ズ投資とこの不可分フォンド増加額との関係が不明である O 以上の不備があるにしても，

概数を知る上で， コルホーズの不可分フォンドの増加分を，流動実質資産の増加分と考

え，コルホーズ投資を組問定資産の増加と解釈して，数値を処即.した。もう一つの解釈は，

コノレホーズ投資と不可分フォンドとの差をコルホーズの減価償却額と考えることである。

つまりもし減耗部分がなければ， コルホーズ投資と同額の不可分フォンドの増加があるべ

きところ，減耗部分がそれだけ後者の増加分を低下させたと考えるのである。この両方式

で計算した結果が，後述の第5表 m所得一商品』モデル(改良型)構成数値一覧表」の
第 (55)行目と第 (64)行自に記載されている O 適合率は，不可分フォンドとは流動資産

のみという解釈の方が若干優れているが.いずれにしろ両者にあまり差がないのは， コル

ホーズのこの間での相対ウェイトが小さいからであろう。

ついで，各経済主体の最終支出から.それぞれの蓄積相当額を怒号!し、たものが，消費財

とサービスへの支払需要になる。この局面で‘の問題は，第5表第 (60)行に示すように.

各年とも総供給が総支出より:3----5%の程度大きいことであるが，この差は消費財の無料移

転額(軍隊や病院などでの無料給食や正服の現物支給など)と考えればそれなりの解釈を

つけることができるめ。

小売商業売上高(コルホーズ市場販売を含む) (第5表.第 (65)行)と，購入支出総

計(同表第59行)との義額(同表第66行)は何を示すのだろうか。この益額の対小売商

業売上高比率は40%前後でかなり安定的であることも興味深し、。この数字の大部分はいう

までもなく，有料サービスの売上高であるo しかし，第 IV表商業統計にみるように.公

表統計に記載されてしレ、る日常サ一ピス料金販売高は4'"'-'6.5(1叩0億〉ル一フ

この他にカか、なり多鯨額1の住民の支払いf恥料:1金として，交通料金.映岡・前劇料金などが存在す

る。この金額は日常サービス料金の 3倍程度ηであるとし、ぅ。 したがって，有料サービス

総額は 16------26(10低)ループ、ノレ鹿度になる。一方， 第5表の (14)行と (15)行の合計

がそのまま，有料サーピス活動によって回収されるべき金額相当相であると考えると大体

30，，-，40 (10億)ルーフソレ程度となるO

4)別の解釈を (rv)節 (4)商業統計のところで示した。

5) 3. r. BeJIOBa， T. Yi. KopHnlHa， H. M. MaJIerl， (MeTo江blnJIaHHpOBaHH匁 6blTOBro06CJIY>KH・
BaHHH HaCeJIeHHH) M. 1976， CTp. 3. 
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第5衰 「所得一商品」モデル(改良型)構成数値一覧表 (1970----75年)

(経常価格 :10億ループル)

IHT9i' 1 1 1抑 1971 I 1972 1 1973 1 1974 1 1975 

305.0 I 313.6 I 337.8 1ωI  362.8 制 1(1.0)生政同氏所得公表組 11 1 289.9 

回 32

7'25 

，予'

IV 32 

タ

725 

744 

(1.1)生成セクター労働者賃金 2 103.70 

(1.2)生1mセグタ一同計-Jr:業総利i作l 3 82.89 
(1.3)協同 調i 什総利 j院l 4 1.32 

(1.4)コ /レ ホ 一 ズ i't金 5 15.0 

(1.5)コノレホーズ純 j"fi'f'.} (平IJìl~D 6 12.υ 

(1.6) !I~ 相i 7 49.4 

(1.7)社会保償，社会保険:tl( 8 22.8 
(1.8)刷業経営所得と誤援 9 2.79 

110.35 116.90 

85.11 88.12 

1.64 1.75 

15.3 15.6 

12.7 12.9 

54.5 55.6 

24.8 26.9 

0.6 -4.17 

123.35 

92.23 

1.80 

16.6 

13.6 

59.1 

132.69 

96.58 

1.58 

17.1 

13.8 

63.5 

140.76 

98.08 

1.65 

16.7 

13.8 

66.6 

28.5 I :~O.3 I 34.6 

2.62 I -1.55 I -9.39 

川)-1) % 1~_.~9 1 0_1 1.ュ斗~~jュι|ごと
町市 1(2.1)家汁 j門的制 111 1 177.9 1 187.8 1 198.1 1 207.1 1 218.1 1 2:n.H 

1 (2.2)機関口十 li:購入 112 1 23.4 1 25.2 1 27.3 1 29.9 1 出.2 1 34.8 

7 石川「「77合計|瓦I20-;3j戸Jlliiz-伝「1三0.3 I 266.G 
III 60 1 (2.4)非生産セクター賃金 114 1 28.33 1 29.85 1 31.90 1 34.43 1 36.26 1 37.98 

725 1 (2.5)非生 Ef:セクター不IJi問 115 1 2.78 1 3.4o 1 3.57 1 4.00 1 4.47 1 4.67 

-予0)附サービスの憎い5)116 1 232.41 1 246.25 I 260.87 1 275必 1291.031 309.25 
741 1 (3.1)減 11m 償却控除 117 1 29.11 1 32.08 1 35.29 1 38.92 1 42.74 1 49.93 

566 1 (3.2)間定フォ γ ド増加額 118 1 51.1 1 53.7 1 55.2 1 60.2 1 62.0 1 61.2 

生産的I19 I 32.1 I 33.5 I 34.7 I 39.0 I 40.9 I 38.8 
l~l: 生産 1]';) I 20 I 19.0 I 20.2 I 20.5 I 21.2 I 21.1 I 22.4 

744 

62'2 

746 

746 

742 

タ

597 

i(3.3)流動フォンドと予備の増加制 1211 33.1 1 33.4 1 30.1 1 37.4 1 36.1 1 34.6 

1 (3.0)組側面zT町民53122い13.311 119.18 1 120.59 I 136.52 1 14州戸高
(7.1) (輸1I'，-iJiIIil入)十損失 123 

不IJ川国民所作 (1-2:3)I 24 

4.4 

285.5 

4.9 

3m)，! 

(4.0)筋 1次家計収入(2十5+9+14)1251 149.82 1 158.15 1 160.23 1 177.00 1 184.50 1 186.05 

(5.0)出 1次企業収入(3十4十6十15)1 26 1 98.99 1 102.85 1 106.34 I 111.63 1 116.43 1 118.20 

(6.0)節 1次国家収入(7+8十17-23)127 1 96.91 1 106.48 1 114.89 1 123.32 1 130.94 1-150.73 

出 1川 l所得分配総額 I 28 I 345.72 I 367紛 I381必 I411.95 I 431.87 I 454.98 (25+26+27) I ...U I v-.v.， ~ I vv. ...u I VU....-IV I .........oJV I -'VJ...U' I 

(4.1)悶家移転支出 (=8) 29 22.8 28.5 30.3 3ft6 
(4.2)クレジット2に次よ分る配(2住5所民+得2へ9言の販売

30 3.12 3.77! 4.27 4.46 4.60 4.64 

(4.3)家計の節 |+30) 31 175.74 186.72 I 191.40 209.96 219.4 225.29 

(5.1)企業への短期信用純増額 32 3.76 6.83 9.29 13.80 14.61 11.45 

(5.2)企企業業・の住1民t2へ次の分長配(2期所6信十得3用2計純+哨翻
33 6.40 3.97 4.22 4.54 5.22 3.89 

(5.3) Jl'. ;;t~V//1J... V¥/J ('26+32+33) 34 109.15 113.65 119.85 129.97 136.26 133.54 
(6.1)!主 上、と 相l 35 12.7 13.7 14.8 : 15.8 17.1 18.4 

(6.2)悶債発行前i (住民購入) 36 0.5 0.3 0.3 0.4 0.4 0.6 

(6.3) {1: l己 lti' L割'ム.'、司t 1ill 37 8.20骨1 6.63 7.521 7.93 10.25 12.08 
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726 1 (6.4) 同時への利 11\\ll"~除 (3+ 4) x比率I38 

1972 1 1973 I 19741 1975 

53.99 I 55.85 

742 ¥(6.5)コ川{ズ・協同組合所付税 I39 I 1.2 I 1.4 I 1.3 I 1.5 I 15 1 1.5 

I (6.6) 医lZ112A出!f~~~1~39) I 40 I 169.191 177.96I 190.93 1 20161 12凶 81239.16 
企業の千;eJJ;L金助)111市 1，!， 1 r-'7'7*21 t::. 01 1 A '7.) I r. r-'~ I 0 (¥ 1 I (7.2) Il~.:>t" v.rr :l"...:~，~/~l'JI)'~，r!J~ ， 'C--:. ，，¥ 1 41 1 6.77刊 5.311 4. 73 1 6.63 1 8.01 1 6.57 コノレホーズを除く)1 ....J. 1 v.vJ. 1 ....， v 1 V.Vv 1 U.VJ. 1 

(7.3) 111・ llx 'lÍ~東IJ I 42 I 2.1 I 1.8 I 1.9 I 3.8 I 3.9 I 4.3 
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502 (:3.4)(主 宅- 投 i~ 47 1.6 1.7 

"" 
(3.5)企 業ー J党 i句 48 15.5 17.0 

"" 
(3.6)コ ノレ ;J; { ズー!空 資 49 7.7 8.2 

7:H (:1.7)流刷 手段 Jfl H l ))11前l 50 14.61 11.75 

114 0.8) コノレホーズ乃什'fJf 51 4.5*2 '1.2 
フォンドJi{/)JII市資i 

505 (3.9)医|家投 52 57.2 6L1 

(3.10) I卦家予MIiの附加(21-50ー51) 53 13.99 17.45 

(K)蓄積需要総翻 (47-----52) 54 115.10 121.40 

照合点検(A)((22)/(54)ー1)% 55 -1.5 -1.8 

(2.6)家計財買4ササ-ーー48ピピ-スス4の9の-購購(45入3入0 -47) 
56 152.74 164.39 

企業財貨(貨4 57 9.2 16.34 (2.7)51)  

(2.9)政府Hi' サービス5の-購52入- 58 59.82 58.24 (45-52-53) 

(C)購入支出総計(56+57+58) 59 221.76 238.37 

総供給一総支11'，(16無-料59移)= 60 lO.65 7.88 f五て、八ノJ

(G()/16) % 61 4.G 

1 コルホーズ同州償却(追(4292加-法5 62 3.2 4.0 

粗祐容t(B) +621) ) 63 116.51 123.18 

!照合点検(B)((63)/(54) -1) % 64 1.2 1.5 

3.9 

124.49 

0.1 

1.7 1.7 1.8 

17.2 17.3 18.4 

9.6 10.2 10.8 

18.:1 15.59 1:1.29 

5.2 5Ji 6.7 

70.2 7ti.5 KI.9 

13.9 14.91 14.61 

136.10 141.80 149.50 

0.3 -0.7 -2.5 

184.13 189.95 192.41 

18.88 24.07 20.43 

62.41 64.14 81.77 

265.42 278.16 294.Gl 

10.01 12.87 1/1.(;:1 

4.4 4.7 

4.4 4.6 4.1 

140.92 145.44 149.83 

3.5 2.6 0.2 

V91小売商業売咋コルホーズを含む)1竺也竺|日9.7 竺出竺竺よ竺5.4
(59) -(65) ()  ¥}q Lt% 1 66 1ω616867i6943|7512i mlm (59)ー(65) ()内はイ I66 I (3'''gr I (41) (38)" 1 (395"" 1 (38) 1 (37) 

引くH.X. (9) CTp. 775. 叫くH.X. (9) CTp. 747. 制くH.X. 69) CTp. 397 

経済制'eS-I"の教科書によるとの，有料.~!l.rinサーピスの rll身はつぎのように分知されるの

j 教育機 l~f1. 科学研究機関の活動
1. 文化的サービス………!教育従事者の養成

{医療機関，予防機|羽，サナトりょーム，問泉療法

医療・衛生サービス i 医療1;'何者の養成n 
ゐ1.

6) A. 1-'1. f03yJIOB， <3KoHOMHtleCKaH cTaTHcTHI<a)， M. 1975， CTp. 420-424. 
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望月喜市

i日常サービス(靴，衣服の仕立・修理，ラジオ，家具修理，洗濯1I-l m "l ...... /'¥ ¥など，浴場，理髪，リース，写真，部岸.の修理 / 3 公読経済サービス !旅客運送サービス
|水道・下水サービス

!通信サーピス
4. 映画・演劇・劇場関係サービス
上記のうち，有料サーピスとしては，旅客運輸，通信， 劇場関係， 公益一日常サービス関係があるが. [f国民経済統計集』に発表される金額は， 日常サービス関係のみである 7)。いずれにせよ上記差額(第5表66行)は，有料サービスの他に，卸売商業を通ずる財貨販売額(市場外フォ γ ド部分的の 1部)と考えるのが至当である。 この金額は，商業統計(IV)の第4行にその推定数字が示されるが， この数字は85，，-，97(10億)ノレーブノレで、あって， この差額にあてはめるには余りにも大きすぎる (300億ループ、ノレ前後が妥当な数字で、ある)。いずれにしろ上記差額は.r有料サービス販売額+卸売商業の 1部分」と考えるべきであるが，その数量的決定は，資料不足で確確定しがたい。
以上のような手順をへて.r所得一商品Jモデノレ(改良型)の数値は記入される。細部にわたると，この数値記入は幾多の不明箇所が存在するが，大筋において誤りはないと考える。

コルホーズ市場の販売に関し，若干附言する必要があろう。コノレホーズ市場へ出荷される最終生産物は， コルホーズ(農場)・コルホーズ員， 労働者の副業経営などにより提供される O このうちコルホーズの出荷分はコルホーズの所得勘定に入るし， コルホーズ員・労働者の副業経営分は生産統計に計上される (第5表第9行)。 コルホーズ員の現物賃金部分の出荷に関しては， コルホーズ員の賃金統計に含まれてし、る。したがって，生産国民所得統計に独立項目としてこれを取り入れる必要はなL、。つぎに所得再分配の局商においては， コノレホーズ市場取引の大部分が家計セクター内部の取引である(売手ーコルホーズ員，買手一勤労者)から，この取引は相殺されてしまう O ただ最後の消費財の販売局面では，小売商業統計の分類上， コノレホーズ市場取引は独立項目として登場することになるoさて.r所得一商品Jモデル(改良型)について. 1973年の実際数字をあてはめたのが，第6表である。この表には， 60数個の指標が記入されているが，各指標には閤有番号が付され，それが第5表と対応関係をもっている。各項目はそれが初登場するとき回有番号をその左側に付される({1iJ-t (1.2)国営企業利潤)が. 2回目以降におし、ては項目名を略し当該数字の右側にその間有番号をおく(例→92.23(1.2)) こうすることにより，その数値の源泉とその内容を容易に知ることができるO
第5表は，第6表の指標を 1970-----75年の 6年間にわたり一覧表の形式でまとめたものである O これにより，各指標の時系列的動きや，指標の整合性の点検を 5カ年にわたって行うことができるO 照合性の点検は 10行. 55行.64行などで行なっているが，誤差は最大3.5%以内で，各年ともかなりよい照合性を示している。
7) 日常サーピスのうち，靴・衣服・下着の注文仕立や， リース業は小売向業統計に合まれる。(後述，商業統計をみよ)
8)市場外フォンドについては (IV)節 (4)商業統計をみよ。
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望月巷;:市

この表の完成により， ソ連邦の公式統計指標の全体的構造，その循環体系，各指標の全

体との関連などをかなり的椛に知ることができる。

たとえば， ソ連の生産国民所得とは市場価格表示の岡氏純生産から，サービス ~il~rnJの要
素所得を差引し、たものであり，そのことにより，資本主義諸闘の同組の国民純生産よりも

約 10%から 12%程度小さく算出されているの。(第5表 (14)+ (15)/(1))そして，この部分
の比率はここ 6年間殆んど変化していなし、。サーピス産業の拡大が強調されている割合に

は，変化は緩慢である O また小売向業販売高の対前{Iす11び率は大体6万台 (73年のみ 5%)

である O

対前年成長率(江川去より) (名目制)

小売商業

(1.0) 生産悶民所得

1971 

6.5 

5.2 

(1.1) 白金総似 6.4

(4.1) 社会保昨保険 H.8

(2.2) 家計消白 5.6

(3.0)粗蓄杭 52

1972 

6.7 

2.8 

5.9 

8.5 

5.5 

1.2 

穀物生産高 I-3.0 Iー7.2

1973 1974 1975 

5.0 6.0 7.0 

7.7 4.8 2.5 

G.S 7.5 G.l 

5.9 G.:~ 14.2 

4.5 5.3 6.3 

13.2 3.2 3.5 

I -12.0 I -28.4 

11生市:11!司LJ~:!

6.2 

4.6 

6.:1 

H.7 

5.4 

5.3 

その他の若干の指標について，第5表から対前年伸び率を計算すると上表のようになる O

生産・蓄積関係の指標の仲びに凹凸がみられる反而，消費回・所得聞の仲びは比較的安定

している。上表の変動は，何よりも農業生産の豊凶に関連してし、ることはいうまでもな

し、。平均指標でみると，賃金と小売商業とはほぼ同ーの成長率 (6.2%程度)を示している

のに対し，家計消費が 1%程度低いのは，貯蓄率の微増(後述)の反映であろうか。 また

社会保障関係の伸びが.他と比較して高いのは， この方向への政策志向を示すものといえ

よう。物的生産部門の生産性およびGNPで計った労働生産性は次頁の表のようになる O
前者は生産的問民所得を物的生産部門の労働者数でnfllったものであり，社会主義経済の基

本概念に沿った測定指標であるO ただし， ここでは物的生産部門の労働者数の巾にコルホ

ーズ員の人員が入っていないために，生産的国民所得の方でも， コノレホーズの付加価値傾

(賃金+利潤)を差ヲ[It、たものを利用している O また GNP労働生産性は，資本主義経済
の測定概念に沿って加工を試みたもので，生産的国民所得の他に，サービ、ス部門付加価{前

および減価償却を合計したものを分子におき，分母には，物的生産部門のみならず::)1:生産

部門の労働者全部を合計したものを採用している。

この表にみられるように，物的労働生産性の方が，絶対値におし、て一般に GNP労働生
産性より若干大きし、。しかし，対前年成長率についてみれば， GNP労働生産性の方が，

各年におし、て高い(例外は 1973年のみ)0 このことは非生産部門の名目11m格生産性は， 11:. 

産部門のそれより低いが，生産性の仲ひ、率については非生産部門のブ-jが t~ 1t 、ことを意味し

ているOこれは上表の 5・6行目の数値により確認できる(仲び本が逆I[去しているのは 1973

9)ただし，現状ではサービス産業の利潤卒がかなり低いと J担、わ./LQωで，これを資本主義なみにiJIJ-_
げて再計算すれば，もっとこの増加率は高くなるであろう"
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( t科仙...ループノレ/人)

----~--ご --l~-197~-I-予1 I 1972 I 1石下 197寸予子一
桝 )'j]働叩I=. (ωfdL型L丞(;-，--~ふ-， 3983.(~--I--~1;~~-.~-r-4元一両.1

Ltf  jじ(克)I - I26  I 0.6 1 58 1 28 I 0.7 
GNP労働生産性 「一一一一 一一一一一「一 1- 一一一一一
[(1)+(14)+(15)+(17) I :3582.8 I 3688.9 I 3736.4 I 3949.5 I 4074.7 I 4159.0 
一一一一一二σ)ー(川/1H12-'
LLL比 (ふ-r-了 3.01 1三一1---5'.7---1-3.;-1 2.1 
土三一自問問肱川 1409.1 I 1454.9 I 1499.0 I 1570.0 I 1615.7 I1印 7

竺-」LLLE2E三工寸;--1-3.0I-~互|了五1.7
(注) ただし，悶営部門のみ(コルホーズを合まず)0II:労働統計を参照。
当年価格による。

年のみで， これは農業の大豊作が影響している)。一般に非生産セクターの労働生産性の

伸び率は， 3%前後で相対的に安定度が高し、。

問民所得 (Y)の大きさは，労働人口 (N)とl人当り労働生産性 (y)の二要素の積に分

解可能であり，それは成長率が，労働人口の成長率と労働生産性の成長率の和になること

を意味するO

Y=N.y 

L1Y _ L1N I L1y 
一一一一一一一一一-Y -.N I Y 

この関係を， 1970年と 1975年の数値に適用してみよう O

L1Y 362.8 -289.9 72.9 
生産悶民所得の成長率=γロー 2初:σ=蕊玄~=0.251

L1N 76.196-68.108 8.088 
生産部門労働人口の成長率=-N-= 68.108 =届:í~08= 0.119 

労働生産性の成長率==41=4361.1-3860.0==豆匂主=0.130
y 3860.0 3860.0 

したがって，生産国民所得に対する成長寄与率は労働人口と労働生産性とが大体半分づ

っ受持っているとみることができるo GNPを「生産国民所得 (1)+非生産セクター付加

価値(14+15)+減価償却(17)Jと定義してその大きさを求め，その対前年成長率を「生産

国民所得(1)Jの対前年成長率と比較すると， GNP成長率の方が，若干高く計算されると

ともに，安定度もこちらの方が高いことがわかるO その理由は生産変動(たとえば農産物

1970 1971 1972 1973 1974 1975 

NGP(10憶ルーフソレ) 350.12 370.33 384.36 415.15 437.47 455.38 

生対産前年町国年成民成所長長得率率 (%) 
5.8 3.8 8.0 5.4 4.1 

対日 (%) 5.2 2.8 7.7 4.8 2.5 
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の不作)の直般的影響を，骨一ピス古I~r1Jjや減価償却舶などの一定の大きさが吸収しそれを

弱めてしまうことによる O

以上の議論はすべてサービス部門の利潤形成率が異常に低いことによって一定の影響を

受けている O 表にみるように，対質金付加価値率は生産セクター全体として，約1.3'"'-'1.4

I 1970 I 1971 I 1972 I 1973 I 1974I 1975 

tf1ml耐弓b万二両~l 1.44 1.4γ「寸~7-r 1.41 I 1.36 I 1.30 
コルホーズを含む)

生産セクター利潤÷賃金 0.81 0.79 0.77 0.76 0.74 0.71 
(コルホーズ削除く)

コルホーズ利j問÷賃金

手1:~I=.産セクター利潤÷賃金
0.80 

0.10 

0.83 

0.11 

0.82 

0.11 

0.82 

0.11 

0.81 

0.12 

O.8~3 

0.12 

であり， 利j間部分だけをとっても生産セクター(上表2行 3行)では0.8前後であるの

に対し. ~;W生産セクターの対賃金利潤率は 0.1 程度という{尽きで， 生産セクターの 1/8程

度しかなし、。このことは，サービス佃i格を相対的に非常に安く抑制していることを意味し，

そのことによってサービス部門の労働生産性や，サーピス部門を含む GNPの成長率など

を低目に表示する結果となっている O この問題についてのより一層立入った考察は，男IJの

機会に行うこととするO

IV 若干の個別統計について

本節では，主要ないくつかの統計指標を整理し，前節基本表(第5表)を構成する数値

を提供する。

(1)由民所得統計

総合指標の代表組としての社会的生産高. 国民所得については. [Ia]. [Ib]所収の数

値が主要なものであるo 両者はともに利用国民所得をその中に含んでいるが，第 1に使用

価格が相違し(前者は当年価格，後者は不変価格)第2に項目分類が異なっているo 両者

のこの性質を利用して，国民所得の大略のデフレーターを計算できるO つまり， 1974-----

75年の対 1965年デフレーターは1.061である O 換言すれば， 1965年に比較して， 10年間

に名目国民所得は6.1%の物価上昇の影響を受けていることを示す。 この比率を用いて当

年価格に換算した数値を[Ib]の (4) (5)列の( )内に示した。さらに[IaJと[IbJ

の両者の分類の相違を利用して，数値を一層細分化することが可能である。

まず， [IaJの (8) に着目する。この個人消費は(イ)物的生産セクター， (ロ)非生

産セクターの勤労者の賃金および家族の「移転支出」受取りマイナス税金・貯蓄など，さ

らに(ハ)労働能力喪失者の消費部分からなると考えることができるO これに対して物的

生産セクターの従業員財貨購入(家;肢のそれを含む)は [IbJ の (1) で，労働能力喪失

者の扶養分は [IbJの (4)で、それぞれ数値がえられるので，それを[IaJ(8)の個人消費

から差引くと，非生産セクターの従業員家計の財貨購入額が算出される [Ic(4)J。つぎに

施設・機関の財貨経常購入額は. [IaJの (9)， (10)の合計である[Ic(2)J。 生産的蓄

積は [IbJ(6)で示され，生産的問定フォンドの増加lは[Ia](13)で与えられるから，両
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者の差は生産的流動フォンドの噌加 [Ic(lO)] となる。非生産的蓄積については， [IaJ 

(14) で固定フォンドの;増加額が与えられるが， それは同時に， [IbJの (7) r住宅・学
校・病院・文化・その他施設の固定フォンドの増加」および日bJの (8)r国防費Jの1
部に対応すると思われる1)。 この仮定を正しいものとすれば，国防費の中に含まれる非生

日a] 社会的生産高.国民所得の利用(当年価格.10億ルーブル)(ベージはくH.X. 75)による)

ページ I1970 I 1971 I 1972 I 1973 I 1974 I 1975 

57 社 ~ 出j 総 生 i1引"τ 物 1 643.5 685.3 717.4 770.9 816.7 862.4 

564 ~I f( 所 得(生産) 2 289.9 305.0 313.6 337.8 354.0 362.8 

移 市五 Ii出 f出 (1-2) 3 353.6 380.3 403.8 433.1 462.7 499.6 

(3) / (1) (%) 4 54.9 55.5 56.3 56.2 56.7 57.9 
565 国 民所得(利用)(7+11) 5 285.5 300.1 310.7 334.6 348.4 362.4 

(2-5) =輸 出一輸入+損失 6 4.4 4.9 2.9 3.2 5.6 0.4 

565 n可 型t 全 体 (8+9+10) 7 201.3 213.0 225.4 237.0 250.3 266.6 

~ 俗1 人 j向 望t 8 177.9 187.8 198.1 207.1 218.1 231.8 

~ 刈住民サーピス施設の物的醍月l 9 16.6 17.8 19.1 20.8 22.3 24.1 

~ 科学施設・行政部門物的費用 10 6.8 7.4 8.2 9.1 9.9 10.7 

566 蓄 ~i 全 体 (12+15) 11 84.2 87.1 85.3 97.6 98.1 95.8 

~ 回定フォンドt¥Yt加制(13+14) 12 51.1 53.7 55.2 60.2 62.0 61.2 

~ 生庄iJl.-J回定フォンド哨力11 13 32.1 33.5 34.7 39.0 40.9 38.8 
。 ~I 生産的闘定フォンド削|1114 19.0 20.2 20.5 21.2 21.1 22.4 

~ 物的流動手段と予備の哨力11 15 33.1 33.4 30.1 37.4 36.1 34.6 

日b] 国民所得の利用 (1965年IIIli栴) ( )内は当年価格換算他

ベー|く
' シ

1 

73) くH.X. 74) くM.X. 75) 
576 566 

2 3 4 5 

3年1971"-'74年1971"-'75年 1(927-43年) 1(937-52年) 1975年
の合計 の合計 比率 % 

890 1220 1560 330(350) 343(364) 100 

381 519 666 138(146) 147(155) 42.9 

165 231 301 66 (70) 70 (74) 20.4 

66 91 119 25 (27) 28 (30) 8.2 

38 53 67 15 (16) 14 (15) 4.1 

136 185 233 49 (52) 48 (51) 14.0 

50 69 88 19 (20) 19 (20) 5.5 

54 72 89 18 (19) 17 (18) 5.0 

の

得

び

的

ソ

有

所

よ

会

『

保

氏

お

社

雄

関
国
与
は
敏

機
は
給
費
沼

産
等
人
設
同

生
摩
軍
施
行
、

)
在
の
隊

J

か

の

中

箪

る

る

器

)

の

れ

れ

兵

算

按

ら

ま

'

予

直

見

く

設

(

び

と

ふ

建

費

ょ

の

カ

'

防

お

も

費
資
間
口
問
る

入
投
)
需
れ

h

購

の

何

軍

ま

掛

口

問

め

υ

く
1
1

需

た

…

れ

ふ

洛

軍

の

。

ま

に

U

'

産

る

含

)

ひ

養

生

れ

に

附

P

給

需

ま

費

予

の

隊

軍

く

消

庫

拐

事
ヘ
ヅ
ふ
人
証
措

'
G
に
個

η

与
。
仙
一
ド
収

艇
い
予
は

γ
弓

人

な

ー

で

オ

作

品

。

箪

れ

庫

成

フ

』

1

2

3

4

5

6

7

8

ト

の

ま

在

構

定

能

I

l

l

i

-

-

J

接
く
や
出
闘
機

)

を

入

日

費

)

)

積

そ

日

後

一

μ
直

ふ

資

支

産

と

用

ズ

購

・

件

災

費

・

刷

費

一

問

一

)

は

投

得

生

造

利

一

貨

化

人

労

件

化

産

一

国

一

付

庫

粗

所

非

構

……部計一一円一一一一一一一一一

同

ト

い

山

崎

鰍

…

訪

問

私

|

一

軒

一

間

1
一
一
…
何
百
一

民

ク

合

保

常

力

・

(

産

学

他

一

国

一

O
器

支

隊

費

エ

ー

セ

・

能

齢

費

・

の

一

一

円

兵

の

軍

消

ピ

産

宵

働

老

学

宅

一

後

一

。

国

生

教

労

(

科

生

住

国

一

!

4:) 



田陣「

[Ic] 利用国民所得の組換え

|下五~Iご「五51f'.
ta (7) m 全 体 l 250.3 266.6 

Ia (8) 個人的消投(購貨経常購入) 2 218.1 231.8 

Ib (2) 物 1'1"1 生産モグタ一家計 n~j '1'( 3 14G.3 155.8 

非生産セクタ一家計"j阿波 (2-3-5) 4 45.3 46.3 

Ib (4) 労働能力斑失:;I'i"扶養費 5 26.5 29.7 

一一
Ia (9) + (10) 施設・機関の購貨純常購入 G 32.2 34.8 

Ia (11) 議 官{ 全 体 7 98.1 95.8 

Ib (6) 生 J?i1 I~I~J 者 fve 8 52 51 
一一一一一一一一

Ia (13) 間 定 フォ γ ド 4つ 哨 力n 9 40.9 38.8 

流動フォシドの哨力11(8-9) 10 11.1 12.2 
一一回一一一一

~I: ヨ: 産 的 蓄 We 11 46.1 44.8 

Ia(14) 悶定 フ オ ンドの ifl 加 12 21.1 22.4 

流動フォン F・悶家予blllの11"1}JI1(Ia(15)ー10) 25.0 22.4 

j宝的出|定フォンドの哨加傾はそれぞれつぎのようになる O

1974年

1975 1:f三

21.1 (Iaの 14)-20(Ibの 7)=1.11
)…(1) 

22.4 (Iaの 14)-20(Ibの 7)=2.4) 

望月:;寄市

[Ia]の (15)で「物的流動手段と予備の増加」が与えられ， [Ic] (10)ロ [Ic](8) -[Ic] 

(9)で生産的流動フォンドの噌加が既知であるから，両者の差は， ~I~生産的流動フォンド

(および国家予備)のI削 11倒[Ic(13)]となるo 計算結~~~ì ， 1974年=25.0，1975年=22.4

であるめ。

かくて， ~ド生産的蓄積額[Ic](11) を [Ic]の (12)+ (13)によって得ることができる O

ここでつぎのような計算の照合点検を行なってみるo[Ib]の (3)， (5) ， (8)の各項目

は，いわゆる非生産セクターの施設・機関の購貨経常購入分と人件貨からなっていると考

えられる。但し，軍事費は，上記のように非生産回定フォンドの哨加を含むと推定される

ので， この部分を|徐く O この三者の合計十こ刻応する項目を 11りから姶いあげると， IIcj 

(4) 1"非生産セクタ一家計消貸j，[Ic] (6) 1"施設・機I)l，jの財貨経常購入j，[Ic] (13) 1"非生

産的流動フォンドの増加tJの三項目である O 各年ごとに上記の数値の合計・についてその照

合性を点検してみよう O

2)ここに示される 75年の 2.6余りの減少は操業の大凶作による鍛物生雌高の不振(IV設業統計をみ

よ)それに伴うM1i者の減少と恐らく関係づけることができょう。
組物のトン当り調達fmi怖が約 100ループル (IVの (22))であるから，減少分 26位ルーブルトt，

2，600万トンの備蓄とり崩しに相当する。これは，国家調達雄iの対前年減少分2，310万トン (IVの
(18))に大体対応する。

.1.1 



ソ主E経済の所得侃環

1974 1r- 1975 :fl:. 

Tb (:1) 70 74 

lh (5) }() !f1 

lh (8) 19 t8 

J常|咋 ((1)式) -1.1 -2.4 

t仁I 103.9 104.6 

r c (1) 115.:1 46.:~ 

lc (付) ‘'1'つ...，.<Jつ :14.お

Ic (1::3) 25.0 22.4 

./ゐ
11 

• 
l
 

-一4・H 102.5 103.5 

~ljJ .(';.川沿は 1974~ドにつし、て1.4 (1.3%)， 1975 {ドでは1.1(1.1%)で市るO

対， GNP í~予約率は 1970 "1'. ヵ、ち 11削減~ 24.0%， :15，5%， 22.2%， 2:~.5% ， 22.4%， 21.0%と

た 1)， ここ 6，{n~n不変もしくは微減を IJミして L 、るQ

|示!1¥i所得の分配・ N分配に|則迎して，ー辿の資金WJ記が{{在するυ 己のi't全l功'ぷシス 7・

J、はつぎに示すとおりで，Zlうるめ。

?-L会主義 ?-I:i~の資余 (φHIIallCùI)

A. 生 1;1:;'1 家資~

|司家の111火資金

Il~1 家fJ: ム保険'tUぇ

!日産・生命保険

信J'lJシステム

資~: I iI i!ili (φHlIalICOBule ITJIUIIbl) 

迎J=j)I'sl I家財政 (OIO.lI)KeT)

国家社会{以:1決H1政 (OIO.lVKeT)
1~lfl 家保険収文言1・ II h i

辿J:[)ゴスパンクの11:¥')司計|出i， m金計 l踊，辿
J:iS姐投銀行の信用計 1~1 1j

日. ~I ，県上1 ，1 化 fi'i 金

I:r]'jif; 企栄の経計|投ß~，l の資金

こ1/~. ;1;ーズの資金

消位協同組合の~'t.l~

{I:会化|投 I)~.I の資念

ti， Jj"産業育I~I"j所帖の企業・機l対の!は務

Hi出(収支パランス)

コルホーズの~l;1'務H Jl 11i

rl'i貸協同組合の!\;j'J0計 ~J!i

tL会化機関の財務計!TIJi

卜:，1'Jの}{にみられる集111化資金と， ~J ドリミ 11 1 化資金との比率は.詳1・ 9 次 5 プ'J {I-:' J-I' iH.!i J¥:Jjで，
65 : ~~4 であり， JI:集中化資金の割合は年を泊って大きくなってし、る O たとえば， rn 4次5
カfド，¥1・|山iJtJJに比較して，第9次のそれは，約5(白で、あり，乙の傾向は経済改革を契JVJとし

て，一段と強まった430 さらに，支11¥ 1Mについて，その財源を専ら集111化資金にのみ依拠

する支出項目と.支出の ~ì'í:l~ を産業 i'ilSIlljの資金負似としている項目とに分けて示すとつぎ

のようになる 330

3) r. K. lllexOBLI，OB， {CBO，llHOe 610，lliKeTHOe nJIam!pOBaHI-Ie}， M・1976.CTp. (). 
4) r. K. lllexoBLI，OB， TaM iKe， CTp. 19. 
5) r. K. lllexOBLI，OB， TaM >Ke， CTp. 20， 

1日

一一一一…一一一一咽叩…叫附珊酬昭一幽鵬珊醐明



望月再 ili

(A) 集11-1化資金のみによる支出JJI日O
(1) 社会的消費フォンドの形成:教育，保健，社会保険と社会保障，文化，山版，そ

の他の社会的;文化的政策。

(2)地方ソピ、エトの住宅一公共経済資金:住宅建設， 都市公共建造物， 都市・地方者1)

市・農業地区センターの公共施設。

(3)科学一研究施設資金(産業部門付属施設を|除く)。

(4) 国防針。

(5) 国家行政費。

(6)対外経済関係費。

(7) I~~J家資材・資金予備の形成。

(B) 産業部門の 1部負担となる支出頃日O

(1)産業部門用資金(地方ソビエトが負担する住宅一公共経済を除く):投資，自己流

動資金基準額の増加， !同:T't・サービスのうち欠損部分に対する補足}J金，運転資金

(orrepaUHOHHble paCXO).l.bl)その他。

(2)産業部門の科学一研・究施設費。

一連の~t:1.務諸勘定を総合し，国家全体として資金計画i を見絞る総合去として「総合財務
計画表J(cxeMa CBO).l.HOrO中HHaHCOBororrnaHa) がある O これに対して国家予算は，収支

項目をより細分化し，その具体的課題と処置をとりきめる¥，".Jっば「財務実行プログラム」

に相当する O 以下では，この総合財務計画表を示す。

国家の総合財務計画表的

I 収入之 ~fil)

1. 国家の貨幣蓄積

(a) 国営企業・経営機関からの利潤控除額………………………… 21.807

(b)取引税

(c) 国営企業，機関，施設の社会保険フォンド納人組

(d) 地下資源探索費生産物原価負担分

2. 国営企業・機関の減価償却控除…………………………………… 7.901

~1. 41::集中化投資向け資金受取額………...・H ・.....・H ・..……………… 4.198

4. 計画施行時の内部節約分

5. コノレホーズ，消貸協同組合，社会化機関からの所得税収入…… 0.583

6. 対外経済関係受取額

(a) 外国貿易からの受取り

(b) 対外信用の返還，受取利子，借款の導入

7. 住民からの受取り

(a) 国税

6) r. K. WexoBUoB， TaM iKe， CTp. 62-64. 数値はロシア共和国 1974年の実際他 (10億ループル)
(CTp. 93-96)，連邦総合財務計画と共和国のそれとは，細部において一致しない。たとえば，共和
国のそれには取引税，対外関係，軍事現などは登場しなL、。
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ソj重訂:済の所得循環

住民所得税

独身税・小家族税……・・・………・・・……………・・・…・・・………… 0.617 

段染経営税………・・-…・・・…・・・…・・・・・・…・・・……・・・・・・・・・・・・・・・・・・… 0.122 

(b) 3%内国債売上げ

(c) 各種宝くじ販売収入…………………………・・・………………… 0.127

8. 長JVJ信用フォンド哨傾用銀行資金受入額

9. その他の収入・・・………………・・・・・・…・・・…・・・…・・・…・・・・・・・・・……… 8.716 

償却済資産，廃南販売益…...・H ・H ・H ・..………………………… 0.811

昨年分利潤受取高

ll~本修思!節約分

政ullifHJi栴低下に伴う辿設費節約分

J也ブJn動車道路建設・修理に閲する企業負担額
賃貸収入

林業収入

地方税

各組の ~1:fl1税的収入その他

Il 支出之部

1. 悶家基本投資………・・・…・・・ー・・・・・・・……・・・・・・・・・・・・…..............・・・・18.822

(a) 集中化投資…………………………………………………………14.624

(b) 非集中化投資(国家負担分)……………………… υ …・……… 4.198

2. 地質調査費…・・・……・・・………・・・………・・・・・・・・・…...…・・・…・・・・・・… 0.892 

3. 役畜， 肉帝の飼育費・…・・……………………………………………1.354

4. 基本修理・・・…………・・・……・・・…………・・・・・・・・・……………・・・…… 5.716 

(a) 企業・機関の基本修理……………………...・H ・..……………… 3.535

(b) 行政機関・施設の基本修理…………………………・・・………… 0.440

(c) 地方ソピエト住宅フォンド基本修理…………...・H ・..………… 0.492

(cl) 自動車道路基本修理…....・H ・-………………………・・・…………1.063

(e) 都市公共施設基本修理……………...・H ・..……………………… 0.152

5. I~I 己流動資金基準額増加分・・・……・・・・・・・・・……・・・・・・・・・・・・・・・・・・…… 1.450 

工業・建設その他各産業部門別

6. 経済的刺激フォンドへの払込・・・…………・・・…・・・・・…・・・・…・一…… 4.794

7. 住宅一公共経営の欠:tf1補填……………………...・H ・..…………… 0.34

8. 生産物・サービスのうち欠損部分の補助金

9. 対外経済関係支出

(a) 外国貿易支出

(b) 借款の提供・信用の返済と利子支払

10. 社会文化政策および科学………………………………・・・…………2~3.688

そのうち

教育・・・・・・・・・・・・8，818，保健……・・・…5，259，体育……一-…0.01
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(.1". s; (~~I倹と社会 ~I\l:i...'" ……9，338 ， 利子子…………0.26~3

11. ri"ll!df( 
12. lii.11坊1ft

13. 銀行の長j切伯丹jソォンドの引上げ

14. コ3スパンク短WJ信用財源引上げに 111J け白ら ;!L る了ヴ'~LJI又人組j~ 分

15. その他経営JλU1・政上の支出

虫円高 TIT

行政扱D)J予備費，経営経常費，他物.tt宅.9i造物・)庇|主|・公l主|・ピオネールキ
ャンゾの維持11(，銀行信用支払利子，新技術i&;(入(責務返済，経営内部留保利tltJ，

iiii受不:IJ11月，国債，宝くじ発行経獄，都市公共経営費，地方都市・ H~業地区センタ

一公共経営費，都市公共施設経常支出， 自動車道路経常修理・維持費，その他

1 (). 政楽部 I lIj の財務計|国や凡杭~と:山に反映されない， I霊If\iの r-íl~ril:引 I二げ新政策実別iIt

17. 国家財貨予備の増加i

18. 述邦閣僚会議，共和凶閣僚会J誌の子(J!Iiフォンド

(2) 賃金・労働統計

労働者・勤務員の人数は， IFI民総消全体および各産楽部門])11に公表されておりカJj

の平均賃金についても同様である。ただし農業部門については，国営部IJ1Jのみが捕えられ

ており， コルホーズ|悶係は別建てになっているので注意を要するo 労働人 IJの仲びはここ

5プJ年1U1平均 2.4%ね)支で，賃金上昇率は 3.5%程度を保っているO

t完全統計では，社会的行1j針フォンドからの支給額を含む賃金相当倣が毎回発去され亡し、
るが，これを合まなし、し、わゆる受取賃金制との差額総制は，統計表 [II]の第 6行目にボ

示されている。 この数値を第 5去 29行自の「国家移転支出」と対比すると， 前者は後者

の約 2ff1の大きさを毎年保っている。つまり社会的消伐フォンドのうち半分は，移転支Ul

等の現金支給による部分である O 社会的消費フォンドは国家，企業・経営機関， コルホー

ズ，労働組合，その他社会化機関から支給されるもので，次のような支給を含む。「無料

の教育費，労働資格向上1JJ:， 1!1，fiW:1・の医療費，年金，扶助料，奨学金，サナトリウム・休息
の家の無料乃主計1;111]1利用券，家賃の一部国庫負担分，通常休暇賃金なと、。ただしつぎのも

のは合まれなし、。教育費のうち，科学・印 ~llU・京 f，l\j1長j係費用，社会・文化|対係費の1.1=1の投

資貸用。サナトリウム支出笹川 1の個人負担分，幼制tI調・寄宿舎閃係費のうちIilJtJ~ の負担分，

休IW賃金は税引後のものを，H-じするoJ(くH.X. 1975)， CTp. 804)。
~)i労働者の平均貨幣貨全にはj白ì;~~ の賃金フォンドの他につぎのものが合まれる o r"lと
次有給休刊誌賃金. 1!t~料の家賃7) 公主主サービスおよび現物支給rffi(現行法に定められてい

るもの)を国家小売 IIlli 絡でえ判IUi した制，物1'1守党 )JJ)J ブオンドカミらの支給制 (1晦1I~:i'I句なもの企

|除く)，その他賃金フォントに入らなし、プレミアム支給額」ただし出産や病気のために欠

7) この部分は社会化消'1-1(フォソドからの支給制と活復するようにみえるが，露出していなL、と解釈し

1:n 、と矛盾する。つまり，社会化フォンドの場合には， pacxo江blHa onJlaTy 0明 pe)1.HbIXoTnycKOB 
となっており，賃金の場合には CyMMbI，HaQHCJleHHble 3a e>KerO)1.Hble oTnycKaとなっている。

また家賃については，企業負担分を賃金に，国庫の補助部分を社会化フォソドに計上しているので

はないだるうか。
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ソ連経済の所得循環

[II] 賃金・労働統計(くH.X. 1975). CTp. 532-534; CTp. 546-547より計算)
一一一一 一一一

1970 1971 1972 1973 1974 1975 

1 2 3 4 5 6 

同尺経済全体の労働者・勤務員 (10万人)||l l||| 90.186|| l 92(2.7.969 ) 95.242 97.466 99.780 I 102.160 
(2.6) (2.3) (2.4) (2.4) 

l カ J] 平均仕金 (Jレーフツレ)I 2 I 122.0 I 125.9 130.2 134.9 141.1 145.8 (3.2) (3.4) (3.6) (4.6) (3.3) 

|吋 上(社会的m政フォ γ ド支給を合む) 3 164.5 169.8 175.4 182.6 190.9 198.2 (3.2) (3.3) (4.1) (4.5) (3.8) 

年総賃金((1)x (2)) (1O{jなノレーフeル) 4 132.032 140.201 148.806 157.778 168.947 178.739 

タ ((1) x (3)) ( 。 υ 戸 178.027 189.087 200.465 213.567 228.576 242.977 

(5)ー(4) イシ 6 45.995 57.886 51.659 55.789 59.629 64.238 

鉱工業 人 民(10万人) 7 31.593 32.030 32.461 32.875 33.433 34.054 

平均nw金(ルーブ/レ) 8 133.3 137.9 142.1 147.2 155.5 Hi2.~ 

年|間総制(lOf定:ノレープル) 9 50.536 53.003 55.352 58.070 62.386 66.283 

l1Jk 業|人民(107JA) 10 9.180 9.499 9.647 9.885 10.102 10.265 

物| λ11. j~J 月 W _([Z (ノ1，ープル) 11 101.0 lOG.3 111.7 117.3 124.0 126.8 

I，Fl I'M~芯制(lO íl~: ;l，ープル) 12 11.12(; 12.117 1~.9~H 1:3.914 15.m~ 15，(il~) 

一一一一一一一一一一一一
-
永
n

・
4
a
-
業|人 民(10万人)1 13 1 0.433 1 0.432 i 0.44:31 0.4441 0‘4491 0.45:3 

平均n託金(ループル)1 14 1 (101.0) 1 (10G.3) 1 (111.7) 1 (117.3) 1 (124.0) 1 (126.8) 
年間総額(1O(立ノレープル)I 15 1 (0.525) 1 (0.551) 1 (0.594) 1 (0.625) 1 (0.668) 1 (0.689) 

輸|人 民(10万人)1 16 1 7.985 1 8.2031 8.4461 8.7051 8.9221 9.215 

平均月賃金(ループル)1 17 1: 136.71 144.0 I 150.81 156.71 167.01 173.5 

年間総額(10億ループノレ川 181 13.0991 14.1751 15.284 i H:i.369 1 11.880 1 則 86

(I~) 

連

~t 

I-~一倍|人 此(川人)119 I 1.:33() 1 1叫 l州 1必51 1.4991 1.52H 

平均月賃金(1レープノレ)1 20 1 %.81 99.21 102.91 107.51 117.:~ ! 12:1，(; 

1，1:.!i{j総制(10佑ループル)1 21 1 1.54S 1 1.(;591 1.7721 1.89() 1 2.1101 2.2()(j 

肌 !'-:tll-- 一五ーは一一五10五人)-1三下五忌ー-~~5'~19-1寸98i-I---~~.o~ぷ一一 3似 10叫
平均月賃金(ル{プル)1 23 1 149.9 1 154.4 1 159.4 1 163.61 170.0 1 176.8 

19.8111 21.092 1 22.434 

部阿世・1;¥.--1:1:1人 員(10万人)1 25 1 7.5371 7.8161 8.1001 8.3921 8.6401 8.857 

平均月賃金(，レーブル)1 26 1 95.1 1 96.91 99.31 101.81 104.81 108.7 

年Ii¥l総額(10億ループル)1 27 1 8.601 i 9.0881 9.6521 10.2521 10.8661 11.553 

その他の|人 民(10万人)1 28 1 0.9981 1.0221 1.061川1.1日31川1.1871 1.2お3お50) 

l'門t作吋ド"J I認rr(自|川1|刊月賃金(ο/レ一プル)[ 2却9[凶
年I日川1日川iり1総市制'i(οlO{他J怠怠/レ一ブ/ルレ)I 30 I (ο1.9悌88む)1(α2.0(7) I (2.218) I (α2.416) I (ロ2.65幻7η)I Cロ2よ.7;3j:2幻3幻〕

物的生i此喧止:部|ド門11叶1守l合元|・人員 (10万人) 1 31 1 68.1081 69.9451 71.5791 72.9881 74.5711 76.196 

賃 金 総 額 (10億ループノレ) 1 32 1 103.7021 110.352! 116.9041 123.3471 132.6911 140.762 
1 "" 1 ，o¥{' o¥ I 131.51 136.11 140.81 148.3 1 153.9 

平均月賃金(ループル)1 33 I 126.91 ê3~6) I ê3~551 ê3~5) I ê5~3) I (3.8) 
非削住宅公共|人 民(10万人)1 34 1 3.0521 3.2131 3.3761 3.5271 3.G64 1 3.805 

生 |経営. ~.~ I ~I;- 均Jl賃金(ルーブル) 1 35 1 94.51 96.81 99.61 102.0 1 105.61 1ω.υ !?1ドTーピ ，'-J JJ -，-， -'>IL ¥，. ， ，. J 1 ~~ 1 ~ ."'1 ~~.~ 1 -"'-1 ----'-1 ~~~.~ 1 

産|叶|ス |年flil総加(10億ルーブル)1 3G 1 3以}ll 3.7321 4.0351 4.3171 4.G43 1 4.977 

社}

」一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一…一一一一一官官町官官官百官官官官官官官官1



1970 

l 

保社健会・保体障育 人 員(10万人) 37 5.080 

平均月賃金(ループル) 38 92.0 

年[111総制(10憶/レープル) 39 5.608 
一一一一 一一一一
ヰlo 教 育 人 民(10万人) 40 7.201 

平均月賃金(ループfレ) 41 108.3 

年Ildl総額(10億/レープル) 42 9.358 

文 化 人 員(10万人) 43 0.824 

生
平均月賃金(ループル) 44 84.8 

年間総額(10億ループノレ) 45 0.839 

づエrζ fl~r 人 員(10万人) 46 0.412 

平均月賃金(ノレ{プノレ) 47 94.8 

年間総飢(10億ノレープノレ) 48 0.469 
1m 
f;¥ 学 人 民(10万人) 49 3.238 

平均月賃金(ループル) 50 136.8 

年間総額(10億ループノレ) 51 5.316 

部 信国用保・ I人 員(10万人) 52 0.388 

家険 平均月賃金(ループ Jレ) 53 111.4 

年間総額(10億ノレーフツレ) 54 0.519 

社行協同会政組団合体・
人 員(10万人) 55 1.883 

平均月賃金(ループ/レ) 56 122.2 
「守 年間総額(10億ノレープJレ) 57 2.761 

~I: 生産部門合計人員(10万人) 58 22.078 

五ド j勾 月 ~( 金(ループノレ) 59 106.9 

自: 金 車君、 都i(10億ループノレ) 60 28.:3:~O 

5.239 

92.9 

5.840 

7.386 

110.() 

9.750 

0.876 

85.3 

0.897 

0.420 

96.4 

0.486 

3.374 

140.9 

5.705 

0.411 

114.6 

0.565 

1.935 

123.8 

2.875 

22.854 
108.8 

29(.18.849 ) 

望刀高;市

1973 I 1974 I 1975 

4 56  

5.386 5.522 5.655 5.769 

95.5 99.0 100.6 102.3 

6.172 6.560 6.827 7.082 

7.567 7.744 7.910 8.080 

115.7 124.3 125.9 126.9 

10.506 11.551 11.950 12.304 

0.915 0.964 1.014 1.056 

87.6、 89.8 90.9 92.2 

0.962 1.039 1.106 1.168 

0.428 0.434 0.441 0.44G 

97.5 99.0 100.5 103.1 

0.501 0.516 ()S~2 ().55~ 

3.544 3.735 3.864 4.0/1G 

143.6 147.3 153.0 155.4 

6.107 6.602 7.094 7.545 

0.439 0.465 0.493 0.519 

118.0 123.1 127.3 133.8 

0.622 0.687 0.753 0.833 

2.008 2.087 2.168 2.243 

124.4 126.2 128.8 130.6 

2.998 3.161 3.351 3.515 

23.663 24.478 25.209 25.964 
112.3 117.2 119.9 121.9 

31(3.9.20) 2 34(4.4.43) 1 36(2.2.53) 6 :17(1.9.777 ) 

( )内対前年上井本(%)

仁 〕推定{出

勤した場合には，費用は社会保険から支払われ，この部分は賃金統計に入らなし、。(くH.X. 

1975)， CTp. 804) 

[II]賃金・労働統計における( J内は公式統計の欠落部分を推定したものである O

これに該当する「その他の物的生産部門」の中には，企画一探索労働，出版，映画製作，住

民の刷業経営における原料加工(木材搬出，薪の調達， きのこ知の収集など)および工業

的Jm工に入らない部門(例えば杓:~li\， 屑鉄の回収など)が入る的。 みられるとおり， この

部門の推定平均賃金はかなり高く，物的生産部門の一平均の1.5-----1.3倍程度である O もっと

も例人的高11業経営はー艇の自営業のようなもので賃金システムではないだろうし，この部

分の所得がそんなに高いものとは考えられないから，高賃金という計算結果になるのは，

企回一保索，出版， 日央阿など特殊技能に伴う高い賃金率が影響していると考えられる。 そ

8) A. l-'1. r03yJlOB， (3I<OHOMHtleCKfl兄 CTflTHCTHKa)，M. 1965， CTp. 47. 
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ソ連経済の所得循環

の他の部門に関して平均賃金の高さの順をみると，建設，運輸，鉱工業となり，商業部門

が最低であるが， ~I~生産部門まで含めると文化部門が最も低い平均賃金となるo また~I:~I=.

産部門のそれは，生産部門に比較して約80%程度である。

賃金統計とならんで， rf主民の貨幣収支表Jの標準形を示すと次表のようになる。みら

れるとおり，収入・五出ともかなり多数の項目からなるが，公式統計から得ることのでき

〔住民の貨幣収支表YJ)

A.収入側

I 基礎収入

1.賃金

2. 企業・機関から受取るその他の収入

(質一同プレミアム川

交通貨

H¥ 張費

:~. コノレホーズからの貨幣所得

(問一…漁業コノレホーズ員の所得

農業アノレテリ雇用員賃金

4. 農業販売収入

国家調達による販売

国営企業・機関への販売

消費協同組合への販売

コーノレホーズ市場での販売

〆

コノレホーズ・ソホーズへの家替の販売

H 高11 収入

1. 年金・扶助金

2. 財政からの受取金

保険金の還付

(制人住宅建設等の借入金

貯金受取利子

国債受取利子

宝くじ賞金受取

3. その他の受取り

委託販売商や古物商での販売

廃物，金属関の服売

消費者金融(クレジット版売)の哨))11

企業・機関経蛍活動への参加所得

4. 対外入金のj特力¥1

5. 住民間の取引勘定は計上しない

皿奨学金

W 対外純入金額

一 一

B.支出側

I 租税・公課等支払金

1. 租税公課，任意支払金

租税

社会保険支払

社会機関・協同組合納付金

住宅協同組合納付金

銀行借入金返済

宝くじ購入

消費者信用支払利子

消費者信用返済金

2. 部麗代と公共料金

3. 幼稚闇・保育闇料

4. その他公益サーピスに対する支払

日常サーピス支払

サナトリウム・休息の家利用料

映画・劇場等の入場料

鉄道・船舶・飛行機料金

パスと電車料金

電話・通信料

その他骨

II ltr 部

1. 貯金局預金塙

2. 国債買入

3. ゴスパγク預金増

皿対外送金の増加l

W 商品購入支出

自一…入地方市場fIlli栴による消費協同組合からの
購入

コノレホーズからの附1入

骨住宅の減耗補棋費など

9) P. PasHJ，Kac， C. )KeMaI-lTaHTHTe， <日日中opMaIJ，HSI・npOrH03・nJIaH}，M. 1972. 
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望月喜市

る経済情報はこのうちごくわずかしかなL、。なお，収入側 1の4の項「農業販売収入Jは

何人高!J 業経常からの股産物およびコルホーズ員の受取る賃金の JJ~物支給部分の販売収入と

75・えるべきで， コルホーズとしての販売で‘はないの

(3) 農業統計

現在民業総生産高は，つぎの経営カテゴリー別に}H'Oが行たわれている 1U)。すべてのシ
ステムのソワホーズ， ソフホーズ以外の間営農業機関， コルホーズ CH:会化経営部分)， 

コルホーズ員の伽l 人刷業経営，労働者・ ÐJ務員の日!J~~経営.その他住民グループの経常。

当 {I~.{illi 格による総生産高は，農産物の現物パランスを基礎にして各共和国別および国家

全体として計算される O 総生産物の商品化部分は，各経常カテゴリー別に実際の販売価怖

で;刊lliされる。つまり， コルホーズやf"l:民が同家に生産物を販売する際には，同家買付flfli

111 農業統計 (当年価格:10(;怠/レープ/レ)

327 

327 

1970 I 1971 I 1972 I 1973 I 1974 I 1975 

1 2 3 5 

コルホーアJ，ソフ;);ーズ，その仙の同
封経営，住民の受取り販売代金全体 54.528 I 57.~)20 I 59.423 I (;6.139 I (:ì8.95~) I 68.529 

!司

国

(1) = (2) + (7) 

家への販売組 I2 I 52.184 I 55.797 I 57.367 I 63.838 I G6A44 I 6G.ll1 
(2) 当:))，+(~)-- 一 一I'" I ーーし一一l一一一一| ーし一一

M 組作物 I3 I 20.508 I 19.846 I 19.965 I 25.065 I 23.790 I 21.940 

う ち 主党 物 I4 I 7.126 I 6.338 I 6.251 I 8.788 1 7.343 I 5.085 

首席物販売商 I5 I 31.676 I 35.951 I 37.402 I 38.773 I 42.654 I 44.171 

うち家前十家 1茸! 6 I 18.452 I 21.54:3 I 22.380 I 22.185 I 24.855 I 2G.16:~ 

協同組合同何商業機関のへ販売簡 I7 I 2.3t14 I 2.123 1 2.056 1 2.301 I 2.515 1 2.418 

コノレホーズ， コ/レ*一ズtL
労働者の受取り販売代金1
(8) = (9) + (13) 

8 1 ~t~.04() 1 34.512 I 35.083 I 38.989 1 40.5()() I :m.l07 

家への販売制 I Q I知似つ I~')!')?'氏|明 1!')(l I ~(l ~~1 I ~~ 1~1 I ~7 ?7只
(9):==J1Q).二ト(ゆ - l Jluv.u叫|三三三二I vu・J..vV 1二三竺二|竺:三二 V'.白山

純 作物 110 I 13.106 I 12.667 1 12.424 I 15.690 1 15.121 1 13.947 

フ fコ 穀 物 I11 I 3.670 I 3.280 I 2.711 I 4.538 1 4.082 I 2.864 

産物販売商 I12 1 17.736 1 19.859 I 20.732 I 21.191 1 23.060 I 2:1.328 

協同組合・悶'出向業:機関への販売rm 13 2.204 1.986 15271"--2. {osl三3川1.8対
‘ ' 回世

14 21.482 

3111穀I人~J 物 y.( 日(行方ト γ〕 15 186.8 

1:. 立企 高(死軍，百万トン) 16 12.3 1 13.3 I 13.6 I 13.5 I 14.6 I 15.0 
守一一 一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一←一一一一一一一一一→F十一一一

10)以下の記述はつぎの書物による。

φ. r. ，lloJIry山 eBcKHII，A. r. XpHCTHl.J， (CeJIbCIWX0351IIcTneIIlHH! CTa1可rcnnm c OCHonaMH 
eI!<OHOMIJt!("Ci'lOIl cTaTHCTHfnI)， M. 1976.何 p.173. j'J，下J

5:~ 



ソ主任経済の所持制球

品 出 荊荷. 亀

:般品蹴t 物 (全休) (官而T万ト γけ) 

般物(悶家調達分) (百万ト γ)

肉 (死lH:円万ト γ)
家市十家禽国家調達津i

(~Iミ体lJi: : i'j万ト γ)
同上死1[(換抑:Ui万トン)
平均調述I!lIi 伯

強物 ((4)/(18)(ループ/レ/ト γ) I 22 
家市生体ト γ当り・ループ/レ

((6) 1 (21)) 
3111 jf肱~~~梁!京袋長起.総 1当生りi主M三チ川川叫F同貯陀'(止，そ市'~if 

414i コ/ルレホ一ズ総生産!尚白向 夕 ) !25 

435別| ソフホ一ズ総生j庄d主:日F刊可( 夕 ) 

経 常 mn 将棋
j，'1 業総生産高(杭~l;f;fllIi ~・1))
ml 
コパ，小-;(総 ~tjli'nt:j(25) x ('27)/(ル1)

ソフホーズ総't陀t:j(26) x ('27)/('2A) 

4151 コルホーズ総収入(l965 {j'. lllIi柿)

向 上経常 Illli柿険算
4151 コルホーズ貝への支払

(現物支給を含む)
コノレホーズ純所得((31)一(32)) I 33 

部 資産llJ詳細分すピ制'!主

(i主) ベージ数'1くH.X. 7;:'>ずピ示j

17 80.8 70.5 

64.1 

10.4 

14.163 

9.184 

98.9 

1521.1 

87.9 

34.5 i 

25.0 

108.1 

<12.4 

;¥0.7 

'2'2.)) 

'2R.O 

15.3 

12.7 

4.2 

GO.O 

10.9 

15.023 

9.712 

104.2 

1489.7 

84.3 

:¥2.9 

2'1.8 

1975 

6 

55.3 

50.2 
1') .) 

16.756 

10.8G1 

80.8 

73.3 

11.8 

16.187 

1ll.474 

97.1! 100.2! 101.3 

1509.7 I 1535.5 I 1561.4 

97.9! 95.2 1 89.2 

37.9 i :m.(i 

酬 !ω122.1 I 

It'2.S t .t8.ti 1 ，18.ti 

Ml)117113M l 

'28.5 

15.6 

4 .) 

12.9 

5.0 

'2<I.~\ 

:~O.2 

16.6 

13.6 

5.2骨

4.G 

30.1 28.li 

4141 コルホーズ不可分フォンドの哨加 I34 

(5211 コルホーズ(村外)市場での販売 I35 

叫 i窃同組合・コノL254時|到の所1'.川 I36 I 1.2 I 1.4 I 1.:3 
町長|股業部門 IHl~ PJf f'.J. (州{附

18 

19 
18.3 

9.4 

12.595 

8.11() I 

4.1 

1'2己.0

1l3.(1 

3!:l.l 

'24.1 I 22.:1 

:30.9 I 30.5 

17.1 I 16.7 

13.8 I 13.8 

5.6 i 6.7 

，1.8 I 5.り

l.fJ I 1.5 

}
 

白4.

、)
 
(
 ‘' { 

.
》，‘‘、、

に
リιU
 

怖で， ソフホーズのj必fTにはつliJ:立しfllliitで， コルホーズや{主民による市場(コルホーズ市

場)での販売分は， コルホーズ市場(illil告でそのl販売傾が計算される O コルホーズ員に対す

る現物賃金部分は 1969年 10月 l日から国家!Ii付fllli絡で:'l'NZftlliされるようになった。

.:)[:向[';;\化 t~l~ 分は，国?;f経幻・コルホーズ経常にあってはその生産物原!l1Iiで，伽l 人目Ij栄絞

仰にあっては :1ノレホーでぐやfI司人経営でのliiFillill化 i:;:J)分のー、|λ均lUi~)'~ f!lIi[告で?ドfllliされる。 Wil人

経?:?におけ‘る f(， iJf[. の ;.WH'~"JI" 化部分はコパホー犬、における当該 f(liJfl. 原!llIi を JIJ l、る。

比11攻fllli+行による民 ~Sn~e.\11:産，'i;jv i，比il淀川i1守として 1926!27"ド， 1951 ~I:. ， 195ti ';1:.， 195t¥ 

:::1三， 1965年を用い， JJ~~(Eは 1973 11三 l川ílli 怖を HJ いて L 、る O

1966年から 1970年までは， 1965年UHi~告を用 L 、て総生庄市j を iHlJí~ して L 、たが，川知!のよ

うに，悶家買{、j'・引波し佃i栴は各j山崎f圧に異なっており. ¥，i'J --J山:1¥:1付加でさえー¥迎の生産

物につし、ては引波しfllIi1ちよりも買付加i将の }jが高く liUじされている O そのためコルホ一六

20 

21 I 

97.2 

23 I 14G5.0 

87.0 

~{4.() 

24.3 

103.8 

，Il.:¥ 

'29.0 

ハU
1

ム

内
F
ん
】

q
d
q
o

円。

22.8 

27.2 

15.0 

12.2 

11) しかし， 1975年の『統計思』でけ依然 1965~F. frlli 1告を.H-I ~、℃いる(くH. X. 1975) C"Tp. 7~)~)υ 

[~ ~". ;Jζ， 
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望月喜市

やソフホーズの総生産高は同じ65年価格でも異なった価格を用いて計算されることにな

り，経済的比較や分析の役にたたなかったといわれていた。この欠陥をさけるために，

1971年から総生産高は 165年の連邦平均比較価格Jで統一して評価されるように改めら

れたo この 11965年連邦平均比較価格Jは1965年における農業総生産物の商品化部分と

非商品化部分の加重平均価格として算定されたものである。この際，商品化部分は実際国

家買付1illi絡が， ;Jf:商品化部分については実際原知fiが用し、られたo III表農業統計所収の農

業総生産高 (24)'"" (26)行目の不変filfi格表示は，この r65'q:.辿邦平均比較1111i格Jによると

推定される 1230

『経済統計集 (75年).llの 311ページと 57ページを比較すると， 不変側格表示と経常価

格表示の農業総生産高を比較することができ，農産物全体としてのデフレーターが計算可

能である。 これによると 1970年から順次1.19，'1.23， 1.29， 1.25， 1.28， 1.37というよう

に名目価格が実質価格を上廻る割合が次第に高まっている(この5カ年聞に約 15%程の上

昇となっている)。 これは， J1生産物の l早1質やTRf肢と AV~純作物の生産割合の変化などの影響

もさることながら，農産物のX'lf、J" úm絡が次第に~U'.げられてし、ることの反映と考えること

ができょう O そこで調達価格の平均を計算してみたのが第 22行と 23行である。しかしこ

こには，殆んど調達価格上昇の形跡は存在しなし、。相対的に高い家畜の生体トン当り平均

調達価格にしても 5カ年間 (1975/1970)で6.6%の上昇率にすぎない問。

さらに興味深いことは，農業部門の販売代金総額(第1行)と農業部門国民所得(第37

行)との比較である O 販売先は表にみるように国家と協同組合・国営商業機関の 2者であ

るから， コルホーズ市場への出荷分を含んでし、なし、。一方国民所得には商品化農産物以外

に，農業の自家用消費(生産用消費ではなく)も入る筈であるから，一般に 1行目の数値

は，国民所得より低くなくてはならなL、。それが72年73年頃を境いにして大小関係が逆

転しているo 両者とも経常価格評価なのだから.評価価格による格差は発生しない符であ

る14)。とするとこの逆転は，出荷奨励プレミアム政策の反映であろうか。穀物が大不作で

あった1975年はこの逆転現象がとくに著しいこともこの推定を裏づけるものであるO そし

てこの奨励策はとくに畜産物調達価格而で顕著であることは，家帝生体トン当り調達価格

(第 23行)に反映している 100

つぎに農産物の需給関係を反映して上下するといわれているコルホーズ市場価格につい

て考えてみよう O 表はそのための資料を与えるもので，全商品小売販売高中に占めるコル

12)その根拠は， ドルグシェフスキーらの上記『農業統計葡~ p. 178の第102表との比較による。 同
衰のソフホーズ生産高と本衰のそれとは一致していないが，ソフホーズのカテゴリーを広くとるか

狭くとるかの相違によると思われる。

13)名目農業総生産高の5カ年間15%の上外と，調達価格の5カ年間の徴上昇との間の矛盾は，どう僻
釈すべきか不明である。小麦と畜産物以外の農産物の国家買付価格が大幅に引上げられたのであろ

うか。
凶 もしい; 国民所得の数値が不変刻制訓h制価il師i師1絡であるならば， 6凶5i斗年1"下噂1咽の全闘恥...~'\汁千:'1平、1干|ドz均 (11附l
販売高は突際の地帯別貿付.引渡し価格であるから，評価額による差は発生しうる。

15)この価格は，貿入総資金額を買入トシ数で割ったものであるから，当然出荷奨励プレミアムも入つ
ていると考えられる。「国家に対する農産物(まず第 1に穀物，綿花および畜産物)の計画超過日以

売を経済的に刺激するため， 通常の貿付価格よりも 5割増までの提励価格が設けられてL、るJ(藤
田整「ソヴエト経済における計両化実務の現段階Jr経済学年報，sNo. 37. s. 52% 2月.p. t¥S)" 

5J 
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全商品小売販売高中に占めるコルホーズ市場の割合

ソ述経済の所得循環

1 I 11¥ 河
くH.X.) 75 75 69 75 69 69 75 72 72 73 74 75 
J¥  n 一 ジ 616 616 600 616 600 600 616 576 576 651 625 616 
年 1940 1950 1960 1965 1968 1969 1970 1971 1972 1973 1974 1975 

ズ市場価(格α) 14.3 12.0 4.5 3.3 2.8 2.8 2.6 2.4 2.4 2.4 2.3 2.3 
による

!ifnによる((1) 8.7 11.4 3.0 2.3 2.0 1.8 1.7 1.5 1.4 1.4 1.3 1.3 

lズ、売価1，1格H柿(P(Ph))/ 1.75 1.06 1.52 1.44 1.41 1.57 1.54 1.61 1.73 1.73 1.78 1.79 

ル食腕ー商プ品Ph/P|| 1.06 1.41 1.60 一 1.84 

ホレ，FP コ

什

A

q

u

4 I国家小売

5 Iコノ日二
主唱辺三

G I比較可能

ホーズ市場の割合を，それぞれの販売ノレート別の価格(国営・協同組合商業は固定価絡で

コルホーズ市場・は自由11l1i格で)で測定した場合のコルホーズ市場の市場占有率 (α%) と，

悶定制Ii格のみで測定した場合の岡市場の市場占有率 Cs%) とを示したものであるo いま

コルホーズの売上最:を仇その価格をん，凶営・協同組合のそれぞれを qとρとすると，

次式が成立するO

α=-.qktll_，__ 8=_;.9.，kρ 一 一 一一一一
qP+qkPk' ，... qρ+l]kρ 

両辺を整理すると，

一α(l-s)Pk/ρ 一一-s(l-α) 

となるから， コルホーズ市場の自由価格が固定価格に比較して何倍程高し、かを， α，sを
用いて計算することができる。計算結果は同表の第5行に示したとおりである O この比率

をみると， 1940年頃はコルホーズ価格は平均して国定価格の 2伯-近くあったのが， 60年

代後半に1.4{汗位.に肱近し，最近はまた 2倍近くまでJ:丹していることがわかるo 40 年代

の食料不足が食用食物の数底的不足であったとすれば最近の不足は所得 I~丹と食品の蛋向

質化を反映した質的不足ということができょう O なお比較可能なrtfM i{'ij ，¥，11グループに限定
して同じような計算を不したのが，抑G行日の数Miで、ある O この場合には， コノレホーズ市

場fITli格の倍数が若干高自になっている O

世
劃
割
和
酢
副
都
配
転
削
船
酔
草
加
砂
崩
耐

(4) 商業統計

商業統計は消費財の対住民販売を主要な対象とする流通統計のー純である。財の流通機

構としては，つぎのようなものがある O

1. 商 業1.1 小売商業(公共食堂を含む)

1.2 卸売商業(機関への販売のための購入)

1.3 コルホーズ市場商業

2. 資材一機械供給(生産手段の流通)

3. 農業機械供給公開 (CeJlbX03TeXHl-n<a)(生産手段の対農業供給)

4. 投産物調達買付

5. 愉出入公団

戸「:X1 
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望月高:市

商品取引 (TOBapoo6opOT)側念には 2つの要素が含まれてし、る。第lは取引の対象が

tl.1院であること(サーピス取引を合またし‘)， む72は. 通貨との交換で財貨が移動するこ

と C1!i.fiHのl1.tの支給は合まれなし、)。
商品取引には，卸売と小売というこつの芯礎概念がある O 卸売取引は，次の販売のため

の商業j幾|引による向品の販3ECで、あるが， コルホーズ， ソフホーズ， コノレホーズ員などによ

る農産物の ~)Iil ，;:h 間似トヤ商業企業機関に対する w>t売は|徐かれる。乙れら t士、調達商品取引を形

)j比するO

;白川村 ~iì1111川 11'，:)と純 idillH刈~íJ 1 ，自の計算例が次の仮設数(i1~(で示される O

型ïtH竺r~J !~~~(竺FjplZ多ι
日() 己8 58 

日 峨機関による他機関へ峨記 40 2 ，12 
キー一一一一一回一一一一一一一一一一 一一一一一一一 一一一一一 宇』 一昨 一、一~-，-→一一+・一一日 一一一
卸売商業取引の合計 (1十日) 70 30 100 

ツじ RH 1r11 11 ll¥{ ~\2 25 10 67 

総正日 t~1 Jrv i) 1 ~自 (1 十 2 十九) !Oゴ ‘;iC， lO lti7 

各商業ジステ l、の純商品取引i官l コi ¥0 

6. 国民経消の純商品取引高 32 つ25 10 67 

出所.H. H. P冗y30B，H. n. THTeJIboayM， {CTaTHCTHKa TOprOBJIH~， M. 1968. CTp. H)-17. 

この表で注目すべき I~~~ は，各商業システムの純商品取引高は，システム外への販売頒す

べてを合む概念であって，卸売取引が含まれるのに対し，同氏経済のfiil!lr~ij ，'lfl :取引高は，対

(t民への販売総制つまり小売取引に一致するということであるO

卸売商業のf1:入悦泉は北本IrJにはげくの 2つであ心ω 出 1vJ↓iij家資悦 (ruCYAapCTBemlhIe

pecypCbl) であり.出 2，土地:)j資悦 (MeCTHblepecypcbl) であるl九 liii官・は|主l営工業生産

物. I司家前述さ，1Lた段at物. I説家資源をm(r:1・とする j山}j J二業主lJq;~物であり. 1.¥:1央集中的ト二

分配される O 後者は地jil原料な!日L、て加工する地万工栄の生産物，副業経蛍生産物，食事

)同で飼育した版制業機関が I~I 己の必要のために買付け旬た出産物などで，地方的分権的

(共和国閣僚会議など)にその販売が計画化される。

卸売商業は消罰対象に応じた特別の卸売営業部 (crreuua，nU3upOBaHHble OllTOBble KO岨

HTOpbI)によって遊行される。たとえば 11":1・魚相営業部J(M日COpbl6Topr、)は， I勾， m，
バターなど， 1食品雑貨常業 [~:IU (6aKaλe冗)は，砂組i，史子.nL出， I[j'J九タパ τ1，その他の

食品休日， 1革f~/，;lf; 業 fflU (06yBbl1'OpT、)は靴閃係， 1家庭用11111常業部J(X03TOpr)はf刊誌，冷

蔵同 t ，百三'~.j;~l'l玲 ;!iJその他家庭用 Jilll など， 1文化用lfill尚治郎J(I<yJU汀 Topr)はラジオ受(jj'\{~}， 

テレビジョン¥ i時計その他文化的一日'f;;;(I~.川}川IJ! など. 1雑貨用品営業部J(raJlaHTepeπ)は

雑貨用品11， 化粧Jilt!などを取扱う O たj、ートJよ， 共和国商業守!?i傘下の共和国卸売営栄mi(Pe帽
crry6JlHKaHCKHe OrrTOBble KOHTOpbI) であって，卸売活動を [~1 己の卸売基地緋!を通じてすべ

16)この命名は必ずしも適当ではなL、。内容的には中央集中的基準で処理される肘貨と，分権的地方的

に処理される財貨との謹をあらわすにすぎない。中央集中[千J')J~昨による配分といっても出~:II 問(京

会議や辿邦ゴスプラン， jlJ手Ilrfll悶111会議をrn点とするピヲミザド;tたの分析c!'/ステムが機能している
ことは7Tう主でも h¥"u

:";6 
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ソ/主主f::lj守 d汁リd号f}両 J，~l

ての凶討・ !ijbl，Jj*日子iIt'H;$に刈・してyl・う O ーの(山に， 一j出の JI~nll:l~1 の IfH X~~tj のもとには. ;Jが削仰:1引1I l 

f 一イF小!、先?何司有.!ど染t長:白訓郎1¥ (OrπrrOBo-p03羽I-U則H¥.引l日HII叩I日仏川1>1陀e I{ωOHτ?‘Op予χ九川bl叫)1吟1) が赤訓机11.織さ Jれ11ている (たと えば， 木材材.一→b村ば!日引:リ，1:十十，j川;可
、主佐 i部~if溜|日:一刀e伐CCT、下p仰OωlI1‘刀O叩pr; Iづ:i:'f行i日;栄1?於4℃;;点川川';:1官|日:一!的OB配e色町引，1λ川l汀朋Iη旧H叩I中p判T‘叩oprなど)リ 主fたこ l作~i r'，のJ共1七J刈不荊京和r日一1判|
1染2吋古剖部|日:が工 J来花 fT省f白i の{[官I首_~\; 11叫帖q出;になつているo うした!主!日系列の他に， 協同組合系列!の1・1I先向洋，

(UeHTpOCOI03 ) が存千f:する。 こちらのjiVは主|司 Jt~i;;;y:系とヂ列IJによ比七 Jべζてj耳l元'¥Z.;扱L、寸)抗;'陥百h引可h引仙lf山11lH山|fhI1!カ;'i)首背'(i:，i辺3山(1内Vでで‘ありi抗r羽川'H H j 
ll山lllHiJ山11|;1!j刊リ りよりi地出h城山;許押訓号引判lリlりυのヲ11.'i:{J 

いる O 協同組合の卸売|商業は. 1主i営工栄(主と Lて， j山)j工業)の生産物を日付け¥それ

を首ti'Pt協同組合機関に供給することを任務と L. その日!日の仁めにぺI:}産i正Tりj地山山}点1
{ト付、;J'主基!5;地をもつてL、るO

共和問商業省の下に， ï~可!日'I I: !~I 介悦楽部 (TopronOCpC.l1.KOIITOPbI) カ'~;Q)り，地j!lxl日jのIt'Hr'il"の

J品不足を平均化するitHI日iFf分配作業を行う O

このような日111:3別取般機関とは別に，すべての泊IjJI( lI.1' の流泊は，その ;:r-I'~jliJ: ・統計上三

つの基本的カテゴリー(市場フォソド，工業加工ブ寸ーソド，市場外フォ γ ド)に分閉され

るO

l+iJ;tiソォンドに入るのは，的lッヒt幾¥'):Jによって. m再来i授[)~l ・企業に引波さ hるもの :T3 よび

住民販売用として公共食堂に引波されるものである O ミの他，生産的行~n (力IIT.建設，

修mDで‘はなく， 各組機|対や陥ii2・企業白身の必要とする食料やお:務用IT14が小売商栄カミら

!販売される助合の財貨も市場フォンドに含まれるO

工業i'1~JJII 工フォンド.とは，力1 ，1工主I I'I~J で工業に引 iW: される消世間である(織物一点 JJIUfl.

|均一ソーセージ用、hよび缶詰用など)。

市場外ブォンドとは，住民への販売以外の各:f1tl1五l家 l'l'-:J必 ~~iのために;1'11Ij討議|引によっ-(1) I 

波される消費財・であって，たとえば， ~t，産用附肋材f! と L て工荒企業へ引渡されるもの

(織物一自動車内装用， 家家，具工業用' オ一パ一シユ一ズ用など); il陥1月命!品h!仕山上1¥用財財.貨;ソj述虫軍用財財. 

，肯L門i:.f.社t会的一文化1'1内りタイプの施設に供給さjれ1る衣)リ服l限Hι.'J!I化1

用特殊服，特殊靴その他若干の商品などがこれに該当するO

卸売商業主要流通径路

A 

ュ:喝{、l鴎 日

H 市場外ツォ γ ド

→l受取機関

→i工業加工フォ γ F'
台庫および G

出荷主主地 c __ .1 1F 一一一一一→|受取機 関
l 一一一→|州商業指 地 IE

1 →l 市場フォ γ ド
n 

→l受取機関

出所:H. H. P匁y30B.H. n. THTe.lIb6ayM {CTaTHCTHKa TOprOBλ日}.M. 1968. CTp. 25. 

;1'¥1売山:じの主要な流通経路はl京|に示した通りであるO 工場付属倉庫と LU荷主;Jt!!.で、の作業

(A+B+C+D)が[fhVIIIL産者の行う卸売iY百拾におけーる段初の販売活動である。みら '}Lると

おり，この販売柄引はつぎの 2つのタイプ。に分かれる O

(イ)対応するブすンド受取機関に商品生産者が直接販売する場合 (A+B+D)(直送式一

日7
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-TpaH3HTHa匁 rrOCTaSKa)。
(ロ)中継点として州の商業基地に一旦商品Ilを納入する場合 (C)(~ド継 Jj式ーoTrpy3KaH) 。

この第 2 タイプの作業は，各卸売営栄音I~の内部取引であって，小売 í>，'fj 業の要望にあわせた

!日目別の仕分け作業をそこで行う必要から行なわれる。流通経路図から明らかなように，

各フォンドとも二つの方式で供給を受けている O つまり，工場付属倉庫や出荷基地からの

直送方式と，州の商業基地を中継する中継方式とである O したがって，各フォンド別の入

荷総額を算出するには，各二つの経路からの入荷量を合計しなければならなL、。

小売商品取引の基本的特徴は，住民の所得と交換に住民に商品を販売することであるO

住民は萌業網以外にも直接工業企業や運輸企業，ソフホーズ、資材一機械供給倉庫か

らも商品を購入することがある。この購入もまた住民の個人所得との交換で行なわれる

|恨り，小売商品取引に含められる 1730 小売商業から買付けるのは住民だけではなく，各五~[

の機関，施設，企業もまた小売企業から商品を購入する O たとえば児童施設，サナトリウ

ム純泉療養所，診療所や教育施設， その他社会的一文化的タイプの施設は， 当該施設従業

員食堂用の食糧を商業制から購入するし，施設で用し、る事務用品や小規模な家具・什器質i

なども買付ける O これらの商品は. ~I~生産セクターで利用されるのであるから，その計開i

化と統計計算は小売商業取引に含まれる。ただし，このことは商業網の取扱い範閤に|恨ら

れるのであって，商業制以外に生産企業や供給機関からの商品の直接買付・は小売取引には

入らなし、。また機関，施設，企業に対する生産目的(建設，力n工，修理)の販売は小売商

業取引には入らなし、。この例外は， コノレホーズに対する商品販売の場合である O つまり対

コルホーズ販売は，それが生産的用途向けで、あっても小売取引に計 kされるo つまり， コ

ルホーズはコルホーズ農民の貨幣所得の集団的所有者であって， コルホーズに対する商1111

販売は， コルホーズに結集しているコルホーズ員の貨幣所得と交換で、行なわれると考えら

れるからである。ただしこの場合でも商業網からの供給に限られるのであって， トラクタ

ー・コンバインその他農業機械類の販売は「農業機械販売公団J(COI:03CeJlbX03TeXHl-IKa) 

の受持であることはいうまでもなし、183，以上を要約すれば，小売商業取引とは，住民への

商品の販売を主要なものとする(全体の約 95%ω)が，その他にも，商業制からの販売で

あれば， コルホーズ，機関・施設・企業に対する販売も小売取引に含める，ということが

で、きる。

住民に対する小売販売の具体的なものとして次のようなものがある。

1) 小売網(商応，小規模な小売)古(Jlas問)，売)占・(JlapbKH). キオスク，薬局，街頭説

Ji5網など)からの商品の販売(現金売り，割賦販売など)。

2) 予約制による出版物(新聞，雑誌，書物)の販売2030

3) 材木や燃料の販売(材木倉庫，燃料倉庫，材木工場)および樹木の販売。

4) 仕立職人の材料による個人注文制の衣服，下着，靴の販売。

17) H. H. PHy30B， H.口.TUTeJlb6ayM， TeM iKe， CTp. 56 および (IV)r陶業統計Jの出 23行をみ
よ。

18) コルホーズの機械購入は，コルホーズの不可分フォンドの附力11であって全国家的所有の 1，l!1定フォン

ドとその経済的性質は似かよっている。

19) H. H. P兄y30B，H.日.TUTeJlb6ayM， TaM iKe， CTp 58. 
20)審物の現金販売は (1)に入る。

5~ 



ソ迎続出の所得税nm

5) 注文側の材料による衣服・下着・靴の仕立て))11工民¥仕立人の持出し材料価値を合

む。

G) 衣服・下着・靴・文化一日常用品の修埋代。修史II用の材料価値を含む。

7) ソフホーズや副業経営から直接購入する農産物・家畜・家禽類。

8) 商業制および資材一機械供給倉庫からの軍装品や特殊服の販売o

9) 家屋と別荘(ダーチャ)の販売。

10)国営商業委託販売)占経由の商品販売。

11)地方市場価格による農産物の消費協同組合による販売。

(IV) 商業統計 (10憶/レープノレ)

~、。、 1970 1971 1972 1973 1974 1975 

ジ 1 2 3 4 5 6 

全 商 業 売 上 高 1 229.86 239.33 259.73 268.07 281.20 305.53 

|事| 'P; H"H 業 2 184.85 200.23 203.07 211.21 224.79 249.07 

フピ i凶 業 3 99.21 107.68 115.08 121.74 129.78 140.25 

no 年IJ ツじ ifI1 業 4 86.53 92.83 85.57 92.0 97.29 97.43 

協 ¥1'11 指l ii- il'fj 業 5 46.5 49.35 52.65 54.56 56.37 60.89 
(2) + (5) 231.35 249.58 255.72 265.77 281.16 309.96 

(3) + (S) 7 145.71 157.03 167.73 176.3 186.15 201.14 
一一一一一一一

6川吋商業取引高(公共食堂を合帥刊tむ川rけ)1 81即 11附 811祁削4必21附 71附 6¥ 21叩0.3泊9 

芯同十コ一/ルレ ζ 石 iJ~瓦訂可司プ
一 コルホ一ズ柿市場蜘取刷3引山州州H同陥医南両i五 小9的ト)ト一(紛8助)¥同司づ.19子円司つ;凧i瓦副F引¥ 4.6州3叫¥ 4.8叫4什¥ 5.01 
国 民 J肝 t{}. 統 計- よ り

?問 望t 全 体 11 

565 1~同 人 1円 Zそ 12 
サーピス機関の消費 13 

科学行政施設の消費 14 

Wi tロh 言1・ 算

(9)ー(12) 15 

[(7) + (10)]ー(12) 16 
617 (15)ー(16)= (8)ー(7) 17 

(1)ー[(2)+ (5)] 18 
j闘賞協同組合取引高 [ (8)を分解] 19 

(5)ー(19) 20 

630 
うち小売商業の在庫増 22

州生産用・経営用財貨の住民への販売¥231 

6221 ¥調嘗，協同組合のクレジツト販売 1 24 1 
対住民) I "'''' I 

叫日常サーピスの販売(比較価格) 125 ¥ 

(注)ページ数はくH.X. 75)による。

201.3 213.0 225.4 237.0 250.3 

177.9 187.8 198.1 207.1 218.1 

16.6 17.8 19.1 20.8 22.3 

6.8 7.4 8.2 9.1 9.9 

-18.5 -18.1 -17.1 -16.8 -16.7 

-28.0 -26.65 -25.79 -26.17 -27.11 

9.5 8.55 8.69 9.37 10.41 

-1.49 -10.25 4.01 2.3 0.04 

45.867 48.792 52.100 54.661 57.722 

0.633 0.558 0.55 -0.10 -1.352 

3.36 2.605 3.811 

3.692 3.265 1.096 2.119 2.045 

現物単価で品目別表示のため金額不詳

3叫 3判 4判 4叫 4叫
4.0叶 4.5叫 4吋 5州 6州

w 

266.6 

231.8 

24.1 

10.7 

-16.4 

-25.65 

9.25 

-4.43 

61.648 

-0.758 

2.153 

1.642 

4.644 

6.579 

産主孟韮霊苫容認思~=.;，:
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] 2) 家白川 1111 ・文化川 lull の tU.~ 所のう'~ LJPI)。

1 :1)工業企業や連愉企業の倉附からの燃ギ:い他iJ2村判・のlVi'/':'0 

，If'j 'S~統計に|川して，最も匂JiÎîI'i')な数(I¥'iは『が'l:ij-j-W.sの「財政・(パ)IUの市:にJ日，1注されどJ

nII'，~汚・協同組合，fk ~V~ 企業・|場開の利w，':J と収益'1~t:Jである O この場合の全n'ij業とは， 尚"J~

'(l'fjぇ卜.の従来だけでなく，労働者購買白I~ (OpCbIOT)leJlbI pa6oQero cHa6)I{emUI)や食料供給

'ì'n~ (口pO)lCI-ra6bI) ，出~J:\\I::IJ MIl ì'iI~. 当日 h~，) 信: J~nm). i~l 物!版売 ;~:I~，消悦|私litj組合のf問;'Ii'/f- ドの~:\I・ rト

屯ifk)，lfすべてが合まれる 22)。また発京形式は， (IV) r向業統計'J
1'""-'5行の形ではなく， rn'i1 

y~ 企業・凶Wlの総干'Jil¥'Urそのうち;r¥l・小売商業， 公共 ft'ド刊，守守叩?守市坑;7止iそ~vに，二こ、:r拘dけ』る向|A品1UV日山iJh川'd販版売カか、らの利 jl削iド刊川l1円':1 | 

3箭知(P3)リJr け肉肉h石.)1l山川|l山山川llh山山1Hdl;!

，JJ では. r対対.う売む|上'.1"尚合匂占i収?益『占主:率主本F幻J と rt版仮グ売d利j州|い問l町'，Jwr抱制lJ iを土利用 Lて， もとの売J:1'，，'1を推
計したも

ので. この}，'f，1 '"'-'5行の数仰にはかなり大きな誤芯が入り込ん
でいると r;えられるor対・7U

I :I:IJ収政本」は 41~7 5入による 0.1%のw目立点:~1~ で、あるので，収能率 1.5% の Jï) 合1.45%か

ら1.54%の:fむ問|付に引の(fi'Iが存1'1::する筈であり， これを ~X 数:flf(に換算すると 1975年のJLi

frでjlljEの:rfau日が 18(10 (，む/しーゾノし)のんきさになるO した
が-)て. w統計.~~~ fi17ベー

ジの小jelt'HX~取引 I\::j との )l(it 合テスト ((3)+ (5)と (8) とのj七，[史)において， 大約 10(10 

1立/l.ーヅル) N (:n + (S) の数(11'(が小さし、のはこの出訟のai'UfJH IJ~ にあると巧・えてよ\
， ，2，1) 

C:~117 Uをみよ)。 また， 日 h'I~1 の数仙を百'j'l'(協同組合のう'e.I'.I'，';jにう〉併した公式部cflむを刊

行Hに示したが喝これと， 5行Hの復元数値とはかなりよく --jをしてL、る(治 20行日
をみ

よ)0 1たがって，彼1心さ;!l1:ニ;FIl')

。
、，JO“
 、、

，v-
A

F

司

Yì'í ~m}日)I(J i で"()j 市船ノくラ〉ス~与・えてA ょう O 治 5へ() )~ r，I川f'.r-I:'HI'II'IJモデIl(Ll!i:山山)に

おいて7J，;したように， ~r'i rl'Hl~・の総fJJ~給は|五l民所得統計ヵ、らえら j しる 237.0 である (1973 1r:.) 0 

それにJlo生雄セクターの賃金と利刊の合計が泊加され. 275.
43が， n~' 貨・サービスの販売

に促供された供給総制で、ある O これに対Lて，実際にY:IUさ
れたH1'目・サービス納入If'Jけ

tì'j 償支出制は 265.42 であるから，差引 10.01 が ~{l瓦に食し、進ってし、る O この白1)分を誤差と

λるカ為(誤差率約 4%)，Jllrifl・の財-貨の 31Ê8~ とみるかきめ手はなし、。もし誤差とみると， こ

のJflf長の規則性((1年間にわたり供給;i色町iの方が約 4タb;f;'，~ ~~ 1~ ;'( LI ¥似よりも
大きし、) はと

う M~lり]すべきだろうか。またもし無料の H1・貨加供分と考えると面1究 îJiJJ:日の)京WJ(通抗の

IU 発}，~~(への還流)が日r られなし、ことになる。 しかし， もしιの部分が，
r:企~~の手持別企

のJI"'tJJ1I(コルホーズを|除く )J(出 5W. 41 n'lJ) と ril"j・政余剰J (¥lu 42行j:I) の合fn"に比

??うと考えればどうだろうカ、。つまり， J!¥f;rlの打'il'(H~・8d 供のため 10 (10 他ルーブル) ~:\ ¥ 

21)ただし.1967 i.ドからこのやり )jは先史さ;1L ，小光 i阪光に ;il'J~. さ ;ll;る II!j' ，'，'~~ ~ ;t， F( 民営業!肝の光上げに

よるのではなく， IliJ'1む業所へn'Cj，j，'，をlU:fl，'j'したll)j・点で行なわれるようになったο(H.H. P
兄y30s，H. n. 

TUTe刀boayM，raM )Ke， CTp. 59) 

22)くH.X. 1975). CTp. 730. 

23) r総利潤」と「販売利潤Jとの差11i，iJにもとづくかはっきりしなL、が 1つ
のHt定として. i没者には

イ1:立代，修理{になどが入っていないと考えられる。

~4) ただし ~ìl~. に (3)+ (5)が10(10 憶/レーブルi-FJEl丘小さいという TJ.!illJ性がど ζ からくるのか， 司、

1I])f]ì( であるが，この設の!京国の一つは ït~品販光以外からえらえた干Ijì匠!を (3)+ (5)が合んでいI:n、

ことによることはたしかである。

:25) W統 ;f\"-~d において卸売 H'~ 業に\y;.j ずる')ミ l際数(!Üはこのページ以外には{í~ 在しな L 、。

)
 
(
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ソ連任研の所得循環

当'Kt'fvt1[-1の移動による通貨の還流不足をひきおこしているが，非住民セクター内部(国営

企業および行政部門)でそれに見合う資金余剰があるのだから還流不足はないと考えられ

るのである O この考えにもとづいて消費財の如来;1移転相当額からl二記2項目の合計を差引

いてみると， 1970年一1.78，1971年一0.77，1972年一3.81， 1973年一ム0.42， 1974年-

0.96， 1975 {ド-3.77(10 億ループル)となり，誤差らしい不mWJtr.と， J照合性の苦しいiiJi
まりを発見できる O しかも(19731，ドを除、いて)プラスfnijにかたよっているのは，たとえば

手許余剰金として住民の手許現金J1;~ (タン'ス預企)が統計上の数値としてみられないし，

fI~i! 人の日IJ業経営による収穫物で tq 家消資した部分については，生産統計や汗i貨統計には計

L..されながら，通貨現象としての支出統計にはあらわれないと考えることができる O さら

に，殺物 ~I:. È.E がきオつめて igかっ Tこ 1j'.で、ある 1972 iドと 1975iドに. このプラス部分がとくに

Î'， I~:j くなっていることもこの推定を長づけてし、るように忠われる判。

最後に個人貯持率について係数を:ftl:1:1 ¥してみよう O 個人l~j~部率は次式で'n 'Jじする O

仙人ltr千官官I(37 fj' LI ) 
W，I人j¥'j:ムUペ口一←一一一一一一一

J pr"r 可処分所得

11]'処分所内=(b:i!人mru. (25行日)+移転所得 (29行日)一山氏税 (35行日)
( )内は第 5去の行を示す。

この;i¥"算出ii!，J.~ は 1970 iドから 76iドにかけて. 5.1%， ~i.9% ， 4.4%， 4.2%， 5.2%， 6.0%と

なり， Itj::tH本はやや上舛してL、るが，一般に注目される紅のj二丹本で・はなし、し，先進資本

主義諸国と比較しでも高いものではなし、。ちなみに 1965年データで，日本一17.8%，西ド

イツー12.7%，カナダー9.4%， イギリスー6.0，アメリカー6.1%である。

lncome Circulation in the Soviet Economic System 

- A Study of“Narodnoe Khozaistvo SSSR"ー

Kiichi MOCHIZUKI 

This paper deals with the following three points. 

Firstly， 1 have tried to descried the characteristics of the accounting concept of 
National Income of the Soviet Union which is based on the Marxian theory of value. 

As is well known， the most important way in which socialist national accounting 
systems differ from their Western counterparts is in the restriction of the concept of 

production to material products. Excluding the added value of the service sector， 
using the Soviet accounting system of National Imcome， National Income of capitalist 
countries generally wiU be cut down about 30% according to 0伍cialdata of the Soviet 

2())純怖の尖目印刷と辿貨現象がともなわないi比大の腕(闘は，各組の補ωj金制度で払る。 t!上!主物hlli柿の
!i!!. ザヤ心よる !l l1 i防法 ~11ì給金はイJ名であるし，出I~di交過のiHllについて「パスのj型送コストはパス料
金 (5 カペイヵ)の1.51古，路 I{l\屯本1.51~~:， トロリーバスは少し商い程度，採算がとれるのは地ート
供とタクシーだけでそれ以外の交通機関は補叫j金を受けている。その傾は 1976年モスクワの場合，
4，600万ルーフツレに述したJ(W今日のソ連邦Jl1977年7月1日 (No.13)号， p.3)と伝えている。
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望月再市

Union (see “Narodnoe Khozaistvo 1975" pp. 123-125). 1t is believed that the size of 

national income is out of relation to the size of the service activities， but it actually 

changes the size of national income through the change of total wages of the national 

economy， the demand change of consumption， and the supply price of goods. 
Secondly， using 0伍cialdata of the Soviet Union， 1 focus my attention on con-

structing a scheme of the circulation of goods and income. 1n the Soviet Union， 

there are tow studies of the social accounting form. One is 

Financia叫1Ba叫la配ce"(CMφBら-CBO且Hbl泊 MaT‘epHaJ刀IbHOか輔φHHa悶aHC∞OBbl白6a釘仰JIaHCめ)by B. L. Isaev， 
the other is the model “1ncome-Goods" (MO)1.eJIb <且Oxo，n-TOBapbI)) by V. D. Belkin 
and others. 1n this paper， 1 would like to use the model “1ncome-Goods" since Isaev's 
“Balance" is too large and detailed to use for my purpose. 

Thirdly. on the basis of the above model “Income咽Goods"，using the official data 

of the Soviet U nion， 1 ha ve tried to provide some e妊ectiveda同 aboutthe accumulation 

rate and propensity to save in the Soviet U nion. 

1: Assume the following table， 

Con. Rev. 

I H 回 IV 

Wage 

Profit 

W1+W2+Wa 

Ex. 

Productive Xij+ Y Sector 
一一一一一E 一一一一一一品守

Service Sector Xs 
一一

GovenrrlSenect tor C3+Wa 
一一 一Housefolds Ct Sector 

一一

G1+G2 

1x.1 T+S I 
Ex.: Expenditure Con.: Consumption Rev.: Revenue 
1: Productive Sec. II: Scrvice Sec. III: Govenment Sec. lV: Housefolds Sec. 
V: Accumulation 

Xij: intermediate products/C2， Ca， C.: the respective purchase of consumption goods 
by service sec.， government sec.， household sec./1: accumulation (fixed investment and 
inventory investment)/WlI W2， Wa: the respective wages of productive sec.， serv. sec.， 
gov. sec'/PlI P2: Profit from prod. sec. and serv. sec. (suppose that the government 

receives all profits)/Xs: the total supply value of serv. sec./G1: the transfers from 

government to households (subsidies， pensions， scholarships)/G2: the transfers from 
social consumption funds (charge-free education， public burden charges and others)/ 

T， t: tax， tax rate/S， s: saving， saving rate/s吉 I/Y:accumulation rate/r: the expendi-
ture rate on service from disposable income/A.: the expenditure rate on service from 

social consurnption funds 

1. the balance of payrnent of the productive sector or the balance of supply-dernand 

of goods: 
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ソ連経済の所得循環

、、‘，，，'Eム，
，
t

、
W1 +Pt =C2+C~+C4 + 1 

2. the balance of S.D of consumption goods and services : 

(2) C2+ W2+PZ+C.={(Wt+ W2+ Wa)(1-t)+C1}(1-s)+C2 

:3. the balance of payment of the service sec. : 

、、E
・''
q
J
 
(
 

C2+ WZ+P2早 r{日'1+W2+ Wa)(1-t)+C1}+AC:a 

4. the balana of payment of the government sec. : 

(4) C1+Cz+I+Ca+ W3=P1+P2+(W1+ Wz+ Wa)t+{W(1-t)+C¥}s 

5. the balance of investment goods; 

(5) I=s(W1 +P¥) 

where: 

Y冨 lV1+P1語 C2+C3+C4+1

Xs=C2+日rz十P2

W吾 W1十円、+Wa

From the above five e仁luations，we get: 

jC2¥ ((1-t)r (1-t)r-1 (1-t)r r¥  
I Ca Iト(1-13)ー(1-t)(1-s)1ー(1-t)(1-s) ー(1-t)(1-s) 一(1-s)I 

(6) 川=1'(1-t)(1-s-r) (1-t)(1-s-r) (1ー仰-s-r)(1-s一川
¥1/¥ 13 0 00  

W¥¥ I -P2 +).C2 '¥ 

Wzl I P¥(1-s) +P2-Czl 

X I W 31 + 1 (1-A)C2 
C1/¥ sPl / 

where: 

T= Wt， S={vV(1-t)+C1}s， Xs=r{W(1-t)+C¥}+ACz 

Yd=W(1-t)+Ct. Y1口 W¥+Pt. Y2= W2+P2+ W2 

Adding the first line ()f the equation (6) to the second line， 

(7) P¥=市[Cz+Cけ (1一仙一{(1-13)ー(1一仰-r-s)}W¥ 
-{(1-t)(r +s-1)} W2-{(l-t)(r +s-1)} Wa -(r +s-1)C1J 

(H) P戸 (1-t)rW¥ + {(1-t)r-1} W2+ (l-t)rW汁 rCI-C2+AC2

From (7) 

(10) 

oP¥_apt..... oP1...... aP1 _ aP1......() oP¥_1-え=:，，:-，...' > ー >.;:~r! =一一よ>0. ::'-"=~ー >0 
òCz 日c3-aG~-ðW2-aWa.......v' aC2-1-s 

oP. 1-t J. く 0， if (1-s)>(1-t)(1-r-s) 
~~一一一一 (1-r- s)-1 …{aW1-1-s¥'" I '" ... '''l>o， if (1-s)く (1-t)(1-r-s)

(9) 

4
0
 
ιu 
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Thercfore the increases of C;l' Ca， G l' G;l， lY2' W 3 induce the il
lcrease of P 1 and raise 

the nominal income (Y). Equation (9) shows the. degree of
 influence of each element. 

Meanwhile the increase of 1111 does not always induce t
he increase of P1 (see (10日.

From (8) 

o P 2 { • l ¥ ....... 1¥ O P'J 1. l ¥ _ a P'}， __ _....... f¥ a P ;l 
。ボ=(1-t)y〉 0.sd2=(i-t)y-1〈 0.aq=y〉()， dzA〉(}

As far as we consider the change of P2， W1 and W3 have an equal inflen
ce on P2， but 

1112 influences on P2 in the opposite clirection.
 

Generally: 

National income of capitalism (VJ!l + P L + W2 +九十Wa)- National income
 of 

socialism (W1 +PL)= W2+P2+ Wa 

Therefore when the size of the service sector and the gov
ernment sector extends， 

the di任erencebetween them enlarges (JW2+JP2+JWa>0) if (
1-t)rJW+JW3-JC2 

+AJGZ+rJG1>0 

2; 1 have tried to apply statistical figures of the Soviet Unio
n to the model“Income-

Goods"， but Belkin's original model is too detailed to apply to the dat
a， so 1 have 

revisecl ancl simplifiecl it as follows. (for the original of B
eU王in'smodel， see pp. 30-31 

in the text) 

i
i川

page or index 

source index骨 ofitem 

564 (1.0) 

III 32 (1.1) 

725 (1.2) 

725 (1.3) 

IV 32 (1.4) 

IV 32 (1.5) 

725 (1.6) 

744 (1.7) 

(1.8) 

5G5 

5G5 

(2.1) 

(2.2) 

(2.3) 

(2.4) 

(2.5) 

(2.0) 

III 60 

National income in the productive sector 

Money wage in state and co-operative enterprises 

Profit of state enterprises 

Profit of co-operatives 

Money wage in kolkhoz 

Profit of kolkhoz 

Turnover tax 

Social insurance and social security 

Total Net Material proc1uct=National Income by the concept 

of Marx's economy at market price 

Household consumption 

Consumption in nonproductive sphere 

Total = (2.1)十(2.2)

Money wage in the nonproductive sphere 

Profit of the nonproductive sphere 

Total=(2.1)+(2.2)+(2.4)+(2.5)=The total supply of 

consllmption goods and services 

(C) Sllm of expenditure on consumption goods anc1 services ((2.6) 

+(2.7)+(2.8)) 

(2.6) Expenditure of households on goods and services 

(2.7) Expenditllre of enterprises ancl organizations on goous anc1 7:J!!ワ

servlces 

(2.8) Expenc1iture of government on goods and services 

741 (3.1)， (A) Depreciation allowances on productive capi
tal 

G4 
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566 

56l) 

502 

502 

502 

731 

414 

505 

7/1/1 

li22 

742 

742 

5!:l7 

726 

742 

(3.2) 

(:3.3) 

(3.0) 

(1) 

(3.4) 

(3.5) 

(:3.6) 

(:3.7) 

(3.8) 

(3.9) 

(3.10) 

(4.0) 

(1¥.1 ) 

(4.2) 

(4.3) 

(5.0) 

Net domestic fixed capital formation (proclucti ve ancl nonpro-

ductive) 

Increase in stock and reserve 

Supply of gross domestic accum111ation ((3.1)十(3.2)+ (3.3)) 

Demand for gross domestic accl1mulation ((3.4)十(3.5)十(3.6)

十(3.7)+ (3.8) + (3.9) + (3.10)) 

Construction of private dwellings 

Capital investment of enterprises (stute and co・operative)

Capital investment of kolkhoz 

Increase in stock of enterprises 

Increase of non-distri butab1e funcl of kolkhoz 

Capita1 investment of government 

Increase of state reserve ((3.3) -(3.7) -(3.8)) 

The 1st distribution of income in hOllseholds=(1.1)+(2.4)+(1A) 

+(1.8) 

Transfers from. government 

Sa1es of goods to householcls onじredit

(4.0) + (4.1) + (4.2) 

The 1st distribution of income in enterprises=(1.2) +(2.5) +(1.:3) 

+(1.5) 

(5.1) Short-term 10an 

(5.2) Long-term loan 

(5.3) (5.0)+(5.1)+(5.2) 

(6.0) The 1st distribution of income in ぷovernment= (3.1) + (1.G) 

(6.1) 

(6.2) 

( 6.3) 

(6.4) 

(6.5) 

(6.6) 

(7.1) 

(7.2) 

(7.3) 

(1) 

(2) 

(3) 

(4) 

(5) 

(6) 

(7) 

(8) 

十(1.7)ー(7.1)

Direct taxes and charges on hOllseholds 

Government boncl issue to hOllseholcls 

Savings of househ01ds 

Deductions from profits 

Income tax on k01khoz and co-operatives 

(6.0)+(6.1)十(6.2)+(6.3)十(6.4)十(6.5)

Exports -Imports + Loss 

Increase of cash on hancl in enterprises 

Savings of government 

Productive sector 

Consumption 

Accuml1lation 

Househ01d revenue 

Enterprise revenue 

Government revenue 

The difference between productive and l¥sable National Income 

Ba1ance of payments 

Depreciation on nonproductive capital is included in Consumption . 

. )Eo Pages correspond to "Narodnoe Khozaistvo SSSR in 1975" (Hapo.D.HOe X03冗抗CTBO

CCCP B 1975 r.) and source indexes to the table l1umber in the text. 
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T行高:月望

1973 U. S. S. R. (billion rubles) 

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) 

(A) 38.92 (2.1) 207.1 (3.1) 38.92 38.92 (3.1) 

(2.2) 29.9 (3.2) 60.2 

(2.3) 237.0 (3.3) 37.4 

(1.1) 123.35 (2.4) 34.43 (3.0) 136.52 123.35 (1.1) 92.23 (1.2) 

(1.2) 92.23 (2.5) 4.0 34.43 (2.4) 4.0 (2.5) 

(1.3) 1.8 (2.0) 275.43 Hi.o (1.4) 1.8 (1.3) 

(1.4) 16.6 

(1.5) 13.6 13.6 (1.5) 

(1.6) 59.1 59.1 (1.6) 

(1.7) 28.5 23.5 (1.7) 

(1.8) 2.62 2.62 (1.8) -3.2 (7.1) (7.1) 3.2 

|州側 (C) 265.42 (1) 136.1 (4.0) 177.0 (5.0) 111.63 (6.0) 123.32 

gい tdM  (2.6) 18/1.13 (3.4) 1.7 

(4') 
(G.1) 15.8 

αトαbu・Da 4 2 、 (6.2) 0.4 

(6.3) 7.93 
一一一

(2.7) 18.88 (3.5) 17.2 r。」hhド・叫旬吋ノ4 、 I (6.4) 52.66 (7.2) 6.63 

(3.6) 9.6 (6.5) 1.5 
(5') 

(3.7) 18.3 
品句ー旬 。~出

(3.8) 5.2 

fゐ』炉H炉・.J 開4、吋司、(4.1) 28.5 (5.1) 13.80 (7.3) 3.8 

(!:i') I (2.8) G2A 1 1(:3.10) 1 :~.9 (5.2) 11.5'1 

I~ 
(/1.2) II./!G 

Moc¥el“lncome-Goods" (revised) 

|川209.9G I 附則~6.6)叩4!

I 1山 xNO.I 
刷(1.0)

III 32 (1.1) 

725 (1.2) 

725 (1.3) 

IV :32 (1.4) 

IV 32 (1.5) 

725 (1.6) 

744 (1.7) 

(1.8) 

1972 1975 1974 1973 1971 1970 Page or 
lndex 

140.76 

98.08 

1.G5 

1G.7 

1:t8 

GG，(i 

34.6 

-9.39 

231.8 

34.8 

362.8 

民
u

・l
口
δ

戸
ひ
内
J

F

D

向

日

口

δ

口
O

F
り

に

1
U
F
D

1 

2 

354.0 

103.70 110.35 116.90 123.35 132. 

82.89 85.11 88.12 92.23 96. 

1.32 1.64 1.75 1.80 1. 

15.0 15.3 15.G lG.(i 17. 

12.0 12.7 12.9 13.6 13. 

49.4 54.5 55.6 59.l 63. 

22.8 24.8 26.9 28.5 30ー

2.79 0.6 -4.17 2.62 -1. 

177.9 187.8 198.1 207.1 218 

23.4 25.2 27.3 29.9 32 

337.8 313.6 305.0 289.9 

(2.1) 

(2.2) 

565 

565 
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266.6 250.3 237.0 225.4 213.0 201.3 (2.3) 565 



ソ連経済の所得循環

!ζjj;;LJT7;-
1972 I 1973 I 飢 1975

34.43 

4.00 

36.26 

4.47 

37.98 

4.67 

260.87 I275.43 I 291.03 I 309.2 

(2.6) 152.74 164.39 167.18 184.13 189.95 192.41 

(2.7) 9.2 16.34 17.33 18.88 24.07 20.43 

(2.8) 59.82 58.24 65.92 62.41 64.14 81.77 

741 (3.1) 29.11 32.08 35.29 38.92 42.74 49.93 

566 (:3.2) 51.1 53.7 55.2 60.2 62.0 61.2 

566 (3.3) 33.1 33.4 30.1 37.4 36.1 34.6 

(3.0) 113.31 119.18 120.59 136.52 140.84 145.73 

(1) 115.10 121.40 124.40 136.10 141.80 149.50 

502 (3.4) 1.6 1.7 1.6 1.7 1.7 1.8 

502 (3.5) 15.5 17.0 18.4 17.2 17.3 18.4 

502 (3.6) 7.7 8.2 8.9 9.6 10.2 10.8 

731 (3.7) 14.61 11.75 12.07 18.3 15.59 13.29 

414 (3.8) 4.5 4.2 5.0 5.2 5.6 6.7 

505 57.2 61.1 65.4 70.2 76.5 83.9 

(3.10) 13.99 17.45 13.03 13.9 14.91 14.61 

1 (4.0) 1 附 2 158.15 160.23 

{i22 

(5.0) 98.99 

746 

746 

742 

742 

597 

726 

742 

(6.1) 

(6.2) 

(6.3) 

(6.4) 

(6.5) 

12.7 

0.5 

8.20 

49.68 

1.2 

102.85 

山
一
向
一
川

M
Z
u

1 (71) 4.4 I 4.9 

106.34 

119.85 

114.89 

14.8 

0.3 

7.52 

52.12 

1.3 

190.93 

2.9 

177.00 I184.50 1 186.05 

…:|2ぷ
34Ji 

/l，G/l 

225.29 

129.97 

123.32 

15.8 

().4 

7.93 

52.66 

1.5 

201.61 

3.2 
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136.26 

130.94 

17.1 

0.4 

10.25 

53.99 

1.5 

214.18 

5.6 

133.54 

150.73 

18.4 

O.G 

12.08 

55.85 

1.5 

239.16 

0.4 

8.01 

3.9 

6.57 

4.3 



圃恥圃

Page or |Index No.|1970 Inelex I U1U"'A ~ 'V. I 

(IIIt) 154.34 

(III2) 51.50 

(IIIa) 131.01 

( IIIo) 336.85 

1971 1972 

166.09 168.78 

57.49 61.7 

136.79 144.35 

360.37 374.83 

望月下等iIi

1973 1974 1975 

185.83 191.65 194.21 

69.18 72.76 69.62 

146.51 155.55 180.28 

401.52 419.96 444.11 

The ta ble provides the mode 1 “1ncome-Goocls"， inclucling about sixty indexes， 
which correspond to index numbers for six years (1970-1975) of the table. Therefore， 
using these indexes we are able to reconstruct six tables for six years of the model 

“1ncome-C;oocls'¥There is a gap on the table between the total supply of consumption 

gooc1s and services (2.0) and the tota1 expenditllre on consumption goocls and services 

(c= (2.6) + (2.7) + (2.8))， ancl in the case of 1973 the former is 257.43， the 1atter 265.42 
(billion rub1es)， the gap is 10.01 (b. r.) or about 4% of the tota1 expenditure. What 

does it mean? This cliscrepancy is too regular to be considered a statistical error， sinじe
tluring these six years the total supply has always been abυut 4% more than the total 

expenc1iture. On the other hancl if we consider it as the supply ()f free 印)()<!討， the rule 

of circulation of money (the return of money to the starting point) cannot be kept. 

What is the answer to this problem? Supposing that we regarcl this discrepancy as 

corresponding to the sum of “the increase of cash in hand of enterprises" and “Savings 
of government"， then 10 billion rubles can certainly :flow bach to the non-household 
sector (enterprises and government sec.) not as the exchange of goods for money but 

as the increase of cash in hand. 1n this interpretation， deducting the above two items 
from 10 bi1lion rubles， the residue of it is: 1970-1.78， 1971-0.77， 1972-3.81， 19幻73与一A必心0臥.4幻2，

1974一0.96，1975 一 3.77(ゆb.r.) (see the table (ρ2.β0的)一べ(C)ト輔欄時一べ.静目-(げ7.2幻2功)-トト白-司一一ぺ哨叩→-喝嶋嶋伽

res幻i川cluehaωs come to ha ve an irregularity similar to statistical errors anc叶dthe discrepancies 

turn into negligible size. But why have these generally had a plus sing， excepting 

1973? 1n my opinion the reasons are owing to the following: (1) statistical五guresclo 

not cover the increase of cash in hand of the hOllsehold sector， (2) Crops of subsidiary 

farms spent for private use are included in productive and consumption statistics but 

are excluded from sales statistics as money :flow. This supports my conjecture that the 

residues are especially large in 1972 and 1975 when the crops in the Soviet Union failed. 

3: Once the model “Income-Goods" is五lledwith official data for a number ()f 

years， a great dea1 effective information is given. For example， let us calculate “Saving 
ratio of persons" as follows: 

“Saving rati 
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